
令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01759 市立医師会医療センター運営事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 市立病院管理Ｇ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 2173
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 13 諸支出金 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成12年度期間
項 01 公営企業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 01 病院事業費  根拠法令・条例等 霧島市病院事業の設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧市立医師会医療センター施設整備基本計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
公営企業の基本原則である独立採算制を堅持しながら、健全な病院経営に努め、住民に必要な医療を安定的かつ継続的に提供していくため、霧島
市病院事業における霧島市立医師会医療センターの運営に対して、一般会計が負担すべき額を病院事業会計へ繰り出す。
病院設置による地方交付税措置がある負担金と政策医療としての負担金がある。

（病院名称）霧島市立医師会医療センター
（開設者）霧島市長
（経営形態）地方公営企業法一部適用　指定管理者制度
（指定管理者）公益社団法人姶良地区医師会

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

患者数 人ア 145,005 140,000 144,114 161,721 162,000
医師会医療センターでの受診希望者（紹介患者数） 人イ 6,230 6,000 6,094 6,000 6,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

病院 病床数 数ア 254 254 254 254 254
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

安定的な経営ができる 経常収支比率 ％ア 101.25 100.61 95.79 100.50 78.80
安定的な経営ができる 医業収支比率 ％イ 93.20 100.25 90.14 100.70 88.10

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

「霧島市立医師会医療センター改革プラン第３版」に基づき、地域にお

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0ける基幹的な公的中核病院として、地域医療提供体制の確保を図り、安
定した経営の下で、へき地医療・不採算医療や高度・先進医療等を提供 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0する重要な役割を担っているが、総務省から経営強化に向けた新たな公
立病院経営強化プランの策定が通知されたことから、同省が作成したガ 地 方 債 千円 0 0 0 0 0イドラインを参考に、「霧島市立医師会医療センター改革プラン第３版
」の改訂を行う。また、老朽化等に伴う様々な課題の解決や将来に亘り そ の 他 千円 0 0 0 0 0市民に安定した医療の提供を行うため、施設整備基本計画に基づき、今
年度から建設工事に着手する。 一 般 財 源 千円 282,600 273,975 273,435 292,691 349,808

事業費 千円 282,600 273,975 273,435 292,691 349,808

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

一般会計からの繰り出し額　273,435千円 新病院開院に向けての医療スタッフ確保に係る経費の増加や物価高騰等
による医薬品費等が増加したことにより費用が増加したことや新型コロ
ナウイルス感染症の影響から外来診療の一部制限や病棟の一部制限を行
ったことにより、収益が得られなかったため赤字決算となった。
(病院事業収益）　6,644,569千円
(病院事業費用）　6,950,053千円
(当期純損失）　 　 305,484千円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01759 市立医師会医療センター運営事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
地域医療を確保することや、救急・小児・周産期医療、高度・先進医

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
療、過疎地に対する医療など採算性の面から民間では困難な医療（政
策医療）を提供する事は、行政の役割である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
新たに策定した「霧島市立医師会医療センター経営強化プラン」に基づき、地域における基幹的な公的中核病
院として、地域医療提供体制の確保を図り、安定した経営の下で、へき地医療・不採算医療や高度・先進医療
等を提供する重要な役割を担っていく。また、老朽化等に伴う様々な課題の解決や将来に亘り市民に安定した
医療の提供を行うため、施設整備基本計画に基づき、令和６年度開院に向け、新病院建設工事を着実に進める（２）令和 5年度の改革改善の内容
とともに躯体工事に影響を与える医療機器の選定を早期に行う。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

「霧島市立医師会医療センター経営強化プラン」に基づき、必要不可欠な施設整備や人材確保など各関係機関
との検討や協議を図りながら、現行の指定管理者の健全な経営の下で、安定的な医療提供サービスを行う。ま
た、令和６年度は新病院開院の年となるため、開院に向け、施設整備だけでなく患者の移動、新病院建物と現
病院建物での医療機能が途切れることがないようにする必要がある。（３）令和 6年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 保健福祉部事務事業 事務01759 市立医師会医療センター運営事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金            273,435            292,691            349,808
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

           273,435            292,691            349,808計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源            273,435            292,691            349,808
計            273,435            292,691            349,808

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額     273,975
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0     273,975

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01846 発達相談事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 重留  真美
施策名 004 共生社会実現に向けた障がい児（者）の支援 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 障がい児の支援体制の充実 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成20年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 障がい者福祉費  根拠法令・条例等 発達障害者支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21、子ども・子育て支援事業計画、障害者福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　こどもの発達に関する相談窓口として平成２４年４月１日、こども発達サポートセンター「あゆみ」を開設。（臨床）心理士による相談事業を
行う。

　対象者：　１８歳未満で発達に不安のある子どもやその保護者等
　内容等：　・発達の相談や検査を行い保護者等にこどもの特性を説明する。
　　　　　　・相談や検査で、発達に偏りがあっても保護者や支援者の支援がスムーズに行われるよう助言する。
　　　　　　・自宅や保育園・幼稚園、学校等で特性に応じた支援を受けられるよう助言したり、医療機関の受診や療育機関の紹介
　　　　　　　など継続的に支援を行う。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

相談回数 回ア 100 80 80 80 80
相談者数（実） 人イ 155 100 143 100 100
相談者数（延） 人ウ 198 160 197 160 160

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

０～１８歳未満 ０～１８歳未満の数 人ア 22,514 22,619 22,368 22,570 22,400
サポートセンターの一般相談者来所・電話相談件数（延べ、随時相談）人イ 1,161 1,500 1,033 1,500 1,500

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
特性に応じた支援を受けることができる。自立支援サービス利用の利用、集団生活の場

での支援を検討したケース 人ア 217 200 143 200 200
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　学校等と連携し、障害のある子ども一人ひとりに応じた特別支援教育の更なる充実を図ります。
　また、療育の必要な子どもの成長に応じて、児童発達支援・放課後等デイサービス等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。
　さらに、こども発達サポートセンター「あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係機関と連携し、発達障害の早期発見から早期療育への迅速
な対応を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

 家庭や集団生活において子どもへの関わり方に困り感のある保護者や

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0関係機関からの相談を受け、子どもの状態に合わせて検査の実施や特性
への対応方法について助言を行い、必要に応じて療育機関や巡回支援専 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0門員による巡回支援へつなぐ。また教育支援アドバイザーとともに就学
や進級、進学といった節目の時期や学校生活における相談に対応し、ス 地 方 債 千円 0 0 0 0 0ムーズな支援の実施や継続が行えるよう連携する。
 他部署と関わりのある相談者も毎年度一定数いるため、相談内容の充 そ の 他 千円 0 0 0 0 0実や他部署との連携を密に行う必要がある。
 支援のための関係機関も多岐にわたるため、今後子どもと保護者を中 一 般 財 源 千円 1,016 1,055 1,054 1,036 1,036
心として支援できるような関係づくりが必要である。

事業費 千円 1,016 1,055 1,054 1,036 1,036

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

発達相談（予約制）：年100回・相談者数　延：197人　（実：143人） ・発達相談の窓口として認知され、園や学校から相談を勧められるケー
スが増えてきている。
・相談は幼児（61％）、児童・生徒（39％）で、乳幼児の相談割合は、
児童・生徒の相談件数を上回っている。
・園や学校からの情報提供書をもらうことで、家庭の様子だけでなく集
団生活での子どもの実態に合わせた支援の提案(関わり方や療育・支援
級等の提案等)ができた。学校からの情報収集・提供を教育支援アドバ
イザーが調整することで、学校との連携や子どもへの支援の充実が図ら
れた。
・幼児の検査を41名(うち年長児29名)、小・中学生の検査を17名実施し
、保護者に対して検査結果と支援方法の説明を紙面にて行い、園・学校
・療育機関等での活用を促した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01846 発達相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法で、市は障害の早期発見と支援を行うことが義務付

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
けられているため妥当であり、発達検査実施と見立てが可能な専門性
のある相談先であるため、事業廃止できない。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
 家庭や集団生活において子どもへの関わり方に困り感のある保護者や関係機関からの相談を受け、子どもの
状態に合わせて検査の実施や特性への対応方法について助言を行い、必要に応じて療育機関や巡回支援専門員
による巡回支援へつなぐ。また教育支援アドバイザーとともに就学や進級、進学といった節目の時期や学校生
活における相談に対応し、スムーズな支援の実施や継続が行えるよう連携する。（２）令和 5年度の改革改善の内容
 他部署と関わりのある相談者も毎年度一定数いるため、相談内容の充実や他部署との連携を密に行う必要が　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
ある。
 支援のための関係機関も多岐にわたるため、今後子どもと保護者を中心として支援できるような関係づくり
が必要である。

関係機関と連携を図りながら、18歳未満で発達に不安のある子どもやその保護者等を対象とした相談事業を行
い、今後は増加傾向にある就学に向けた相談や検査を巡回支援専門員の活用や就学相談会利用を勧めつつ、効
果的な相談体制が取れるように取り組んでいく。

（３）令和 6年度の方向性
主な経費　報償費、需用費(消耗品費)、役務費　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01846 発達相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                800                800                800
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                207                219                219

消 耗 品 費                207                219                219
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 16                 17                 17
通 信 運 搬 費                 16                 17                 17
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                 31                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,054              1,036              1,036計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,054              1,036              1,036
計              1,054              1,036              1,036

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,055
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,055

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01847 発達支援教室事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 重留  真美
施策名 004 共生社会実現に向けた障がい児（者）の支援 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 障がい児の支援体制の充実 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成20年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 障がい者福祉費  根拠法令・条例等 発達障害者支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21、子ども・子育て支援事業計画、障害者福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
対象者：発達に不安のある子ども（0～6歳児）
場　所：霧島市国分障がい者福祉体育館（働く女性の家敷地内）
内容：発達相談事業や乳幼児発達相談事業、すこやか保健センターの健診・相談・親子教室から連絡のあった子どもへ教室案内する
　　　小集団での遊びのプログラムを通して子どもへの関わり方を保護者とともに考える。
　　　必要に応じて専門職（医師・心理士・言語聴覚士・理学療法士・作業療法士）の相談や早期療育を勧める。
　　　参加者が就園した場合は移行支援シートを作成し、保護者を通じ園へ情報提供している(子どもの支援に活用してもらう目的）
　　　２歳前後の子どものクラスと３歳以上の子どものクラスに対象児を分け、月１回ずつ実施する。（にこにこ教室）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

にこにこ教室実施回数 回ア 16 24 24 24 24
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

０～６歳児 ０～６歳児の数 人ア 7,596 7,631 7,383 7,615 7,394
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
特性を理解してもらい、対応方法を見いだ
してもらう。 にこにこ教室参加者数（延べ） 人ア 47 150 70 150 150

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　学校等と連携し、障害のある子ども一人ひとりに応じた特別支援教育の更なる充実を図ります。
　また、療育の必要な子どもの成長に応じて、児童発達支援・放課後等デイサービス等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。
　さらに、こども発達サポートセンター「あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係機関と連携し、発達障害の早期発見から早期療育への迅速
な対応を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

参加している保護者に子どもの特性と関わり方を理解してもらう目的で

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0実施しているが、保護者に関わりのモデルを示したり、保護者の理解度
を確認しながらわかりやすく伝えていく工夫が必要である。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 772 1,153 1,058 1,153 1,224

事業費 千円 772 1,153 1,058 1,153 1,224

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

にこにこ教室 ・小集団での遊びのプログラムを通して子どもへの関わり方を保護者と
　２歳前後のクラスと３歳以上のクラスに分け、月１回ずつ実施 ともに考え、特性と関わり方の助言をしつつ、必要に応じて専門職（医
　実施回数　24回 師・心理士・言語聴覚士・理学療法士・作業療法士）の相談や早期療育
　参加者数　実人数19人　延人数70人 を勧奨した。

・療育の待機期間中は保護者へ子どもの関わり方や就園に向けての助言
を行い、未療育の就園児については園への支援方法の助言も行いつつ、
巡回支援専門員の巡回支援の提案を行った。
・就園する子どもに対して移行支援シートを作成し保護者に渡し、就園
先の園で子どもが適切な支援が受けられるよう配慮した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01847 発達支援教室事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法で、市は、障害の早期発見と支援を行なうことが義

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
務づけられているため妥当であり事業廃止できない。発達支援教室に
参加することで、保護者に特性を理解してもらい、子どもの対応方法

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 についてアドバイスを受けられ、状況によって早期療育につながる。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
参加している保護者に子どもの特性と関わり方を理解してもらう目的で実施しているが、保護者に関わりのモ
デルを示したり、保護者の理解度を確認しながらわかりやすく伝えていく工夫が必要である。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

小集団での遊びのプログラムを通して子どもへの関わり方を保護者とともに考え必要に応じて専門職（医師・
心理士・言語聴覚士・理学療法士・作業療法士）の相談や早期療育を勧めること、参加者が就園した場合は移
行支援シートを作成し保護者を通じ園へ情報提供を行うこと、療育の待機期間中は保護者への関わり方の助言
や就園に向けての助言を行うこと、保護者の反応を見ながら子どもの特性と関わり方について伝え理解を促し（３）令和 6年度の方向性
ていく。　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

主な経費　報償費、消耗品費

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01847 発達支援教室事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費              1,033              1,128              1,199
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 25                 25                 25

消 耗 品 費                 25                 25                 25
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,058              1,153              1,224計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,058              1,153              1,224
計              1,058              1,153              1,224

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,153
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,153

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0

IP27P042



令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01848 発達障害啓発事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 重留  真美
施策名 004 共生社会実現に向けた障がい児（者）の支援 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 障がい児の支援体制の充実 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 03 民生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成20年度期間
項 01 社会福祉費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 障がい者福祉費  根拠法令・条例等 発達障害者基本法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21 子ども・子育て支援事業計画 障害福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
発達に関する学習会、講演会を実施する。
　　対象：市民や発達に不安を抱える子どもの保護者及び支援者
　　内容：発達障がい等に関する正しい理解と対応方法について学び、地域の中での支援の輪を広げていく。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

一般市民・保護者向け学習会実施回数 回ア 7 7 7 7 7
支援者（保育士）向け学習会実施回数 回イ 7 6 6 6 6

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
発達障害等に対する理解を深め、対応方法
を理解してもらう。

一般市民・保護者向け学習会参加者数（延べ
） 人ア 297 300 379 300 300

発達障害等に対する理解を深め、対応方法
を理解してもらう。

支援者向け学習会参加者数（延べ）人イ 229 120 61 120 120
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　学校等と連携し、障害のある子ども一人ひとりに応じた特別支援教育の更なる充実を図ります。
　また、療育の必要な子どもの成長に応じて、児童発達支援・放課後等デイサービス等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。
　さらに、こども発達サポートセンター「あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係機関と連携し、発達障害の早期発見から早期療育への迅速
な対応を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

令和元年度の障害者自立支援協議会こども専門部会において、教育と福

事
業
費

国庫支出金 千円 51 95 28 94 119祉の連携による啓発事業の取り組みの必要性を示唆されており、令和2
年度より保育所、幼稚園、療育機関等の支援者向けに巡回支援専門員事 県 支 出 金 千円 25 47 14 47 59業も開始され、相互に支援の質が高められるよう関係機関との連携を図
りながら実施する必要がある。令和３年度は新型コロナウイルス感染症 地 方 債 千円 0 0 0 0 0の蔓延防止対策でZOOMの活用を行ったが、保護者の参加が例年より少な
かったため、感染状況を確認しながらZOOMの活用と少人数での講話の同 そ の 他 千円 0 0 0 0 0時実施について検討する必要がある。

一 般 財 源 千円 25 48 60 50 63
事業費 千円 101 190 102 191 241

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

一般市民・保護者向け学習会　　年7回　　379人 ・支援者を対象にZOOMを活用し、児童発達支援センターの協力の元、グ
支援者向け学習会　　　　　　　年6回　　 61人 ループワークによるペアレントプログラム学習を行った。参加者からは
新型コロナウイルス感染症のリスク回避のためにZOOMのみでの開催とし 、保護者支援に関する意識が高まり事業所でも取り組みが出来たらとい
た う意見が挙がった。一般市民を対象に医師、療育専門家、学校関係者に

よる、発達障害についての基礎知識と、発達に関する困り感や対応方法
について講義を行った。市民からはより理解が深まったという意見が聞
かれた。H27年以降は発達支援講演会は実施せず学習会のみ実施してい
る。(①活動指標⑤成果指標から削除)
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01848 発達障害啓発事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法で市町村は発達障害の早期発見や支援のための施策

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
を講じるよう義務づけられており、広く市民に対して発達障害に関す
る啓発を行う事業であるため事業廃止はできない。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
令和元年度の障害者自立支援協議会こども専門部会において、教育と福祉の連携による啓発事業の取り組みの
必要性を示唆されており、令和2年度より保育所、幼稚園、療育機関等の支援者向けに巡回支援専門員事業も
開始され、相互に支援の質が高められるよう関係機関との連携を図りながら実施する必要がある。令和３～４
年度は新型コロナウイルス感染症の蔓延防止対策でZOOMの活用を行ったが、保護者の参加が例年より少なかっ（２）令和 5年度の改革改善の内容
たため、感染状況を確認しながら講話の方法を検討する必要がある。令和４年度は広報誌での周知とメールで　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
の申し込みで実施し、ネット環境に慣れない参加者希望者への対応も行ったため、周知や申し込み方法も併せ
て検討する必要がある。

支援者向けの学習会並びに一般市民向けの学習会において講話内容や講師の選定を行う際に、アンケート結果
や年代に応じた困り感への対応について考慮し、関係者（療育機関等）へ意見を聞き進めることで参加への動
機付けに繋がる。新型コロナウイルス感染症の動向をみつつ参加者数の増加を念頭に、講話・周知・申し込み
方法を検討する。（３）令和 6年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）
主な経費   報償費、旅費、需用費

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01848 発達障害啓発事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 87                169                218
０９ 旅 費                  2                  9                  9
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 13                 13                 14

消 耗 品 費                 10                 10                 10
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  3                  3                  4
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               102                191                241計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                 28                 94                119
県 支 出 金                 14                 47                 59
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 60                 50                 63
計                102                191                241

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         190
国庫支出金 地域生活支援事業費補正予算           28           0
県支出金 地域生活支援事業費           14           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         190

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計           42
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01852 感染症予防事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2181
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 予防費  根拠法令・条例等 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、新型イン

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
感染症予防の啓発、及び新型コロナウイルス感染症や新型インフルエンザ・SARS・食中毒等の感染症の発生時に市民に感染拡大予防について周知
し、消毒活動を行う事業である。また、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、医療機関内の集団感染を防止するため、令和2年11月から医療機
関の新規入院患者に対するPCR検査補助を行っており、令和3年4月からは対象を拡充し、高齢者施設及び障がい者支援施設への新規入所者に対す
るPCR検査補助を行っている。
（注釈）
【新型コロナウイルス感染症】2019年12月に中国で確認された新しいコロナウイルスによる感染症で、WHO(世界保健機関）が世界的な流行と発表
し、4月には全国に緊急事態宣言が出された。

【SARS(新型肺炎)】重症急性呼吸器症候群のことで38度以上の急な発熱、せきや息切れなどの呼吸困難を起こし肺炎で重くなると死に至る病気で
ある。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

広報回数 回ア 9 5 5 3 3
消毒件数(延べ) 件イ 0 0 0 0 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
一般住民のうち汚染地域にいる感染症の恐
れのある者 人口 人ア 124,813 123,639 122,926 123,639 123,639

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

感染症のまん延防止ができる 予防接種率（子ども） ％ア 93.20 100 90.73 100 100
感染症のまん延防止ができる 予防接種率（大人） ％イ 65.70 70 52.70 70 70

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

今後も、広報誌やホームページなどで感染症予防について周知を図り、

事
業
費

国庫支出金 千円 159,702 30,000 65,461 0 0市内での感染者の発生に備えた対策に取り組んでいく。
特に、新型コロナウイルス感染症については、未だ収束しておらず、日 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0常生活での個人や家庭内の感染防止対策が重要であるため、市民への周
知啓発を継続していく。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0また、新型コロナウイルス予防接種は、感染防止に有効であるため、接
種がスムーズに進むよう医師会等と連携し準備を行い、また予防接種の そ の 他 千円 2,300 0 0 0 0情報を市民への周知啓発する。
新型コロナウイルス感染症の拡大状況やワクチン接種状況を踏まえ、医 一 般 財 源 千円 7,929 10,100 6,690 18 18
療機関等へのPCR検査費用の補助を検討し、施設等での集団感染防止を
図る。 事業費 千円 169,931 40,100 72,151 18 18

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

新型コロナウイルス感染症について、防災無線やきりしま防災・行政ナ 新型コロナウイルス感染症について、防災無線やきりしま防災・行政ナ
ビ、ホームページで感染防止対策等について周知・啓発を実施（５回） ビ、ホームページで感染症流行の情報提供や予防対策情報提供や予防対
庁舎内や市の公共施設に消毒液を配布し、新型コロナウイルス感染拡大 策等の注意喚起を行い、感染拡大防止に努めた。また、医療機関への新
防止に努めた。 規入院患者に対するPCR検査費用を補助することで、医療機関や施設で
医療機関内の集団感染を防止するため、医療機関等の新規入院患者や入 の集団感染拡大を防ぐことに繋がった。
所者に対するPCR検査補助を実施（PCR検査数　9,976件）
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01852 感染症予防事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
感染症法に基づき実施しており、市民を感染症から守るために必要な

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
事業である。また、今回のように、新型コロナウイルスによる新たな
感染症も発生し、市が感染症対策を推進することで、感染拡大防止に

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 つながるため継続することが妥当である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
広報誌やホームページなどで感染症予防について周知を図り、市内での感染者の発生に備えた対策に取り組ん
でいく。
また、新型コロナウイルス感染症については、令和５年５月８日から感染症法の５類感染症に移行する。今後
も、基本的な感染予防対策については周知しながら感染症の予防を図る。（２）令和 5年度の改革改善の内容
予防接種は、感染防止に有効であるため、接種がスムーズに進むよう医師会等と連携し準備を行い、また予防　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
接種の情報を市民への周知啓発する。

これまでの方向性を継続しながら、感染症の予防対策を検討していく。また、新たな感染症の発生に備える。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01852 感染症予防事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬              1,569                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                336                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                 14                 14
０９ 旅 費                 40                  4                  4
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                298                  0                  0

消 耗 品 費                298                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 76                  0                  0
通 信 運 搬 費                 76                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             69,832                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            72,151                 18                 18計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金             65,461                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              6,690                 18                 18
計             72,151                 18                 18

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      40,100
国庫支出金 新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時交付補正予算       65,461      35,222

補正第７号            0      35,222
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      75,322

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       65,461
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01853 結核予防事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 地域保健第1グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 5183
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和26年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 予防費  根拠法令・条例等 感染症法(第53条の2)

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
６５歳以上の市民を対象に、市内各地区の公民館や保健センター等で検診車による胸部レントゲン撮影を無料で実施する。（対象者に、検診案内
はがきを郵送する。事前に設定した日時通りに各施設を巡回し、集団検診を行う。）
胸部レントゲン撮影により要精密検査と判定された方には、医療機関で精密検査を受診するように指導する。検診から６か月経過しても精密検査
未受診の場合は、電話や訪問にて受診勧奨を行う。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

結核検診受診者数 人ア 9,348 10,000 7,592 8,000 8,100
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

６５歳以上の市民 ６５歳以上の市民 人ア 34,217 35,885 34,665 36,312 36,739
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

結核が早期に発見できる 結核検診受診率 ％ア 26.87 30 21.90 22 22
結核が早期に発見できる 発見された結核患者数 人イ 0 0 0 0 0

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

結核検診については、新型コロナウィルス感染症予防のため、会場での

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0密接・密集を避けるように検診内容の工夫や見直しが必要である。
肺がん検診と結核検診の重複受診を避けるために、セット検診の時期と 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0重なる地区で肺がん検診を受診した方には、結核検診を受診する必要が
ないことの周知を図る必要がある。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 13,465 14,345 11,522 14,387 14,387

事業費 千円 13,465 14,345 11,522 14,387 14,387

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

結核検診受診者数:7,592人 自治会ごとに時間を分けて案内し検診を実施したことで、受診しやすい
環境づくりができた。

IP27P040



事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01853 結核予防事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
法律改正により、BCG接種を予防接種事業で定期予防接種で実施する

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ことは妥当である。また、結核検診（胸部レントゲン）は感染症に基
づくが、結核予防対策であるため、そのまま結核予防事業とすること

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 が妥当である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
肺がん検診と結核検診の重複受診を避けるために、セット検診の時期と重なる地区で肺がん検診を受診した方
には、結核検診を受診する必要がないことの周知を図る必要がある。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

検診が安全に実施できるよう、検診会場の見直しや時期の検討を行う。肺がん検診・結核検診の重複受診をさ
けるために、検診時や案内はがきで周知する必要がある。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01853 結核予防事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                417                412                412
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 95                102                102

消 耗 品 費                 95                102                102
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費              2,189              2,220              2,220
通 信 運 搬 費              2,189              2,220              2,220
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              8,821             11,653             11,653
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            11,522             14,387             14,387計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             11,522             14,387             14,387
計             11,522             14,387             14,387

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      14,345
補正予算            0      -2,820

補正第１５号            0      -2,820
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      11,525

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01854 予防接種事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和23年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 予防費  根拠法令・条例等 予防接種法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
1.下記の定期接種を委託医療機関による個別接種で行う。子どもの予防接種料金は無料で、大人の予防接種料金は一部個人負担があるが生活保護
世帯は無料。
①子どもの予防接種：四種混合・ＭＲ（麻しん風しん混合)・二種混合・日本脳炎・ヒブ・小児用肺炎球菌・B型肝炎・水痘・ロタウイルスワクチ
ン・BCG・子宮頸がん予防ワクチン※子宮頸がん予防ワクチンについては、令和3年11月26日厚労省通知により積極的勧奨を再開することになった
。
②大人の予防接種：インフルエンザ・高齢者肺炎球菌ワクチン
2.昭和37年4月2日～昭和54年4月1日生まれの男性を対象に、風しんの抗体検査及び抗体検査の結果が陰性の場合、予防接種を行う。料金について
抗体検査及び予防接種ともに無料。
3.新型コロナウイルスワクチン
　新型コロナウイルスワクチン臨時接種：接種希望の対象者へ予防接種を行う。接種費用は無料。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

接種者数（延べ） 人ア 6,872 7,500 6,545 7,000 7,000
委託医療機関数（定期接種） 箇所イ 44 45 44 45 44

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
予防接種法において定められた年齢にある
者 予防接種対象者数（延べ）� 人ア 7,373 7,500 7,214 7,500 7,500

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
適切に予防接種を受けられるようにする 予防接種率 ％ア 93.20 100 90.73 100 100

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

定期の予防接種について、予防接種率向上には保護者の理解が重要とな

事
業
費

国庫支出金 千円 14,346 2,963 568,796 2,969 2,969るため、予防接種への理解を深めてもらうために、子育てガイドブック
や広報誌、ホームページ、ＦＭきりしまなどで積極的に周知を行う。ま 県 支 出 金 千円 0 0 0 130 130た、子宮頸がん予防ワクチンについては、国からの通知により積極的勧
奨が再開されることになったため、対象者への通知等の準備を円滑に行 地 方 債 千円 0 0 0 0 0う。
風しんの追加的対策事業については、令和６年度まで延長となったため そ の 他 千円 0 0 0 0 0、未受検者等への通知を行い周知を図る。
【新型コロナワクチン接種関係】 一 般 財 源 千円 895,916 386,228 161,327 372,794 372,794
４回目接種は重症化予防を目的とし、対象者を60歳以上と18歳以上で基
礎疾患を有する方等に限定している。特に基礎疾患を有する方等は申請 事業費 千円 910,262 389,191 730,123 375,893 375,893
が必要なことから様々な媒体を活用し、周知を行う。また、３回目接種
は若年層等の接種率が低いことから、広報等で接種の促進を図る。

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・B型肝炎予防接種：2,657人　・四種混合予防接種：3,603人 　予防接種の必要性を広報誌やホームページ等で周知し、未接種者への
・二種混合予防接種：977人　・ヒブワクチン予防接種：3,617人 個別通知を行った。また、中学1年生の女子に子宮頸がん予防ワクチン
・小児用肺炎球菌予防接種：3,621人 の個別通知を行い、同ワクチンの認知及び接種率の向上に努めた。
・子宮頸がん予防ワクチン予防接種：1,256人 【新型コロナワクチン接種関係】
・MR（麻しん風しん混合）予防接種：1,965人 　対象者へ接種券を発送し、予防接種を行い、新型コロナウイルス感染
・水痘予防接種：1,748人　・日本脳炎予防接種：5,348人 症の発症を予防し、まん延の防止を図った。
・ロタウイルスワクチン予防接種：2,112人　・BCG予防接種：917人
・高齢者インフルエンザ：21,782人　・高齢者肺炎球菌：1,144人
・風しんの抗体検査：712人　・予防接種：171人
【新型コロナワクチン接種関係】
・新型コロナウイルスワクチン接種：136,834回
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01854 予防接種事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
本事業は予防接種法で実施義務があり、予防接種を行うことは市の重

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
要な責務であり、対象者や受益者負担においても公平・公正である。
本事業に係る事務については最低限の職員で対応しているが、広報誌

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 等での周知、未受診者への通知、健診時の個別勧奨等を行い、さらに
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 接種率向上できる余地があると思われる。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
定期の予防接種について、予防接種率向上には保護者の理解が重要となるため、予防接種への理解を深めても
らうために、子育てガイドブックや広報誌、ホームページ、ＦＭきりしまなどで積極的に周知を行う。また、
子宮頸がん予防ワクチンについては、国からの通知により９価ワクチン予防接種が開始されることになったた
め、対象者への周知を円滑に行う。（２）令和 5年度の改革改善の内容
風しんの追加的対策事業については、令和６年度まで延長となったため、未受検者等への通知を行い周知を図　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
る。
【新型コロナワクチン接種関係】生後6か月から4歳までの方は初回接種を継続実施。65歳以上の高齢者と医療
従事者等及び5歳から64歳までの基礎疾患を有する方を対象に春開始接種(令和5年5月8日から8月末まで)を行
う。初回接種を終了した5歳以上の方を対象に秋開始接種(令和5年9月から12月末まで)を行う。様々な媒体を
活用して周知を行い、接種促進を図る。
定期の予防接種の接種率向上のため、広報誌及びホームページ等での周知を継続して行いつつ、未接種者への
接種勧奨通知については、通知を行い接種率の向上を図る。
子宮頸がん予防ワクチンについては、積極的勧奨が差控えられた時に自費で接種を行った方への償還払を行え
るよう事務手続きを行う。（３）令和 6年度の方向性
【新型コロナワクチン接種関係】　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）
新型コロナウイルスワクチンの臨時接種の実施期間は現時点では令和6年3月31日までとなっており、令和6年
度以降の接種については国の方針が未定。

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01854 予防接種事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬              3,162                 21                 21
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                449                  0                  0
０４ 共 済 費                527                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費             13,150                  0                  0
０９ 旅 費                 51                  2                  2
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              1,137                990                990

消 耗 品 費                671                846                846
燃 料 費                 25                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                441                144                144
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費              8,888              2,671              2,671
通 信 運 搬 費              8,615              2,397              2,397
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                273                274                274

１３ 委 託 料            700,827            370,943            370,943
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料              1,391                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                541              1,266              1,266
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

           730,123            375,893            375,893計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金            568,796              2,969              2,969
県 支 出 金                  0                130                130
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源            161,327            372,794            372,794
計            730,123            375,893            375,893

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額     389,191
国庫支出金 疾病予防対策等事業費　疾病予防対策事業費等補補正予算        7,542     387,467

補正第４号            0         260
国庫支出金 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業補正第１０号      218,280     387,207
国庫支出金 新型コロナウイルスワクチン接種対策費      342,974           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0     776,658

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計      568,796
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01858 特定不妊治療費助成交付事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成16年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 霧島市特定不妊治療費助成事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第3次）・霧島市子ども・子育て支援事業事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　不妊に悩む夫婦への支援として相談に応じるとともに、精神的・経済的負担の軽減を図るため、助成を行う。一定の要件を満たす夫婦に、特定
不妊治療に要した費用から県の助成金を控除した自己負担の一部を助成し、1回の治療につき15万円（凍結胚移植（採卵を伴わないもの）及び採
卵したが卵が得られない等のため中止したものについては7.5万円）までを下記のとおり助成する。また、平成28年度から特定不妊治療に至る過
程の一環として行う精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術（以下「男性不妊治療」という。）を対象に追加する。
※特定不妊治療とは､体外受精と顕微授精をいう。

＜初めて助成を受ける際の妻の年齢（治療初日）が＞　・満40歳未満の方　⇒　43歳になるまでに1子につき6回まで　　・満40歳以上43歳未満の
方　⇒　43歳になるまでに1子につき3回まで　　・満43歳以上の方　⇒　助成対象外
＜特定不妊治療の一環として男性不妊治療を実施した場合＞　・1回の治療につき15万円までを通算6回助成する。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金額 千円ア 17,572 6,031 7,096 5,713 0
申請件数 件イ 152 50 67 50 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

不妊治療を必要とする夫婦 申請件数 件ア 152 50 67 50 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

不妊治療を行うことができる 不妊治療助成を受けて妊娠した人数（延べ）人ア 49 55 23 10 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

令和4年4月1日より特定不妊治療費が保険適用となったため申請件数の

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0減少が見込まれるが、申請期限が治療終了後1年以内と定められている
ので、早めの申請を促す周知のあり方を検討する。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 17,500 6,000 6,000 5,700 0
一 般 財 源 千円 72 31 1,096 13 0

事業費 千円 17,572 6,031 7,096 5,713 0

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

ホームページや窓口掲示等により、特定不妊治療を希望する夫婦に周知 昨年度より申請件数が増加し、申請された４９組の夫婦のうち２３組が
を行い、令和４年度は、４９組の夫婦から６６件の申請があった。 妊娠した。

令和４年４月より保険適用となっているが、R４.３.３１以前に行った
体外受精又は顕微鏡受精により作られた受精胚による凍結胚移植である
場合は対象となるため、利用された方の精神的及び経済的負担の軽減を
図ることができたと思われる。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01858 特定不妊治療費助成交付事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ ■結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
令和4年4月1日より特定不妊治療費が保険適用となり、今後申請件数

ＢＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
の減少が見込まれるため。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ レ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
令和4年4月1日より特定不妊治療費が保険適用となったため申請件数の減少が見込まれるが、期限内の申請を
するように周知を図る。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

事業終了予定

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01858 特定不妊治療費助成交付事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              7,096              5,713                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             7,096              5,713                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              6,000              5,700                  0

一 般 財 源              1,096                 13                  0
計              7,096              5,713                  0

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       6,031
その他 ふるさときばいやんせ基金補正予算        6,000           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0       1,065
予算合計            0       7,096

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        6,000
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01860 妊婦健康診査事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和40年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 母子保健法第13条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第3次）・霧島市子ども・子育て支援事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
妊娠届出書を提出した妊婦を対象に、妊婦健康診査受診票を交付し、県内及び県外の委託医療機関において、妊婦健康診査を実施している。健康
診査費用の負担を軽減することで、母体や胎児の健康確保を図ることを目的としており、14回（妊娠から出産までの間）の公費負担を行う。また
委託契約を締結していない県外の医療機関（里帰り出産などが対象）については、償還払い制度にて対応し、受診者の経済的負担を軽減している
。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

妊婦健康診査の受診者数（実） 人ア 1,591 1,650 1,415 1,550 1,550
妊婦健康診査の受診件数（延べ） 件イ 12,535 13,000 10,920 13,000 1,300

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

妊婦 妊娠届出数 人ア 988 1,100 898 1,000 1,000
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
母体や胎児の健康を確保し、安心した妊娠
期を過ごすことができる。 妊婦健康診査受診者数（実） 人ア 1,591 1,650 1,415 1,550 1,550
母体や胎児の健康を確保し、安心した妊娠
期を過ごすことができる。

出産までの妊婦健診受診回数（一人あたり）回イ 13 13 13 13 13
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

妊婦が妊婦健康診査を受診することで、安心した妊娠期を過ごすことが

事
業
費

国庫支出金 千円 0 125 0 112 112でき、母体や胎児の健康が確保されることにつながる。妊娠届の早期届
出の普及啓発を図ることにより、妊婦健康診査の受診回数の向上に努め 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0る。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 100 100
一 般 財 源 千円 95,976 95,772 84,168 95,154 95,154

事業費 千円 95,976 95,897 84,168 95,366 95,366

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

令和４年度妊婦健康診査受診延べ件数：10,920件 令和４年度も市民の利便性向上のため、県外に里帰りする妊婦に対して
妊婦健康診査受診者数（実）：1,415人 も個別契約を締結した。また、委託契約を締結できない医療機関を受診

した妊婦に対しては、償還払いにより助成を実施した。これらのことに
より、妊婦の健康が保持・増進された。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01860 妊婦健康診査事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
妊婦が妊婦健康診査を受診することで、安心した妊娠期を過ごすこと

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ができ、母体や胎児の健康が確保されることにつながる。また、市の
公費負担がなくなることは、経済的負担が増加し、妊娠期の健康管理

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 が十分なされず、妊娠出産のリスクにつながる。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
妊婦が妊婦健康診査を受診することで、安心した妊娠期を過ごすことができ、母体や胎児の健康が確保される
ことにつながる。妊娠届の早期届出の普及啓発を図ることにより、妊婦健康診査の受診回数の向上に努める。
また、妊娠期から支援が必要な方を把握し、支援していくことで子育て期までの切れ目のない支援の強化を図
る。（２）令和 5年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

母子健康手帳発行時に受診推奨を行い、妊婦健康診査の受診率の向上に努める。また、妊娠期から支援が必要
な方を把握し、支援していくことで子育て期までの切れ目のない支援の強化を図る。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01860 妊婦健康診査事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  9                  9                  9
通 信 運 搬 費                  9                  9                  9
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料             83,658             94,516             94,516
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                501                841                841
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            84,168             95,366             95,366計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                112                112
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                100                100

一 般 財 源             84,168             95,154             95,154
計             84,168             95,366             95,366

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      95,897
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0      -1,065
予算合計            0      94,832

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0

IP27P042



令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01865 母子健康手帳交付事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島 進矢
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 地域保健第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 5194
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 母子保健法第15条、母子保健法第16条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21(第3次)、霧島市子ども・子育て支援事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
妊娠の届出があった住民に対し、母子健康手帳の交付及び保健指導を行う。妊婦情報の記入をしてもらい、母子健康手帳の活用方法や妊娠中の日
常生活の過ごし方、各種制度の説明や妊娠・出産・育児に関する相談及び保健指導を行う。
また、令和５年１月から開始した出産・子育て応援給付金給付事業（妊娠時）に関する妊娠時の面談を兼ねて実施する。

　実施日：毎週火曜日　9：00～11：00　又は随時(予約制)
　交付場所:すこやか保健センター
　随時交付:霧島市役所健康増進課（国分)・各総合支所市民福祉課（溝辺・横川・牧園・霧島・福山）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

母子健康手帳交付件数 件ア 1,082 1,200 966 1,000 1,000
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

妊婦 妊娠届出数 件ア 988 1,100 898 900 900
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
妊娠初期に交付を受け、妊娠中の健康管理
に活かすことができる。

妊娠届出者のうち１１週以内に届出を行った
者の割合 ％ア 90.50 93 93.65 94 94

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

妊娠11週以内の妊娠届出勧奨への協力を関係医療機関に依頼し早期支援

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 929 929開始に繋がっているため、今後も連携して取り組める関係づくりを続け
る。関係医療機関との情報共有の方法についても改善していく。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0母子健康手帳交付時より全ての妊婦を母子保健コーディネーターが把握
し、ハイリスク妊婦は地区担当保健師へ繋ぎ、妊娠から出産、育児まで 地 方 債 千円 0 0 0 0 0の支援を切れ目なく実施できるよう努める。
母子健康手帳交付時の情報により妊婦のリスク判断を行い支援を行って そ の 他 千円 0 0 0 900 0いるが、切れ目なく継続した支援が必要と判断されるケースについては
こども・くらし相談センターと連携し支援していく体制を見直していく 一 般 財 源 千円 849 880 884 936 1,836
。

事業費 千円 849 880 884 2,765 2,765

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

母子健康手帳発行数(転入妊婦含む)  ９６６冊 母子健康手帳交付時の面接時に、既往歴、支援者の有無、育児不安等を
確認し、妊娠中から支援を必要とするかどうかを判断するリスクアセス

【内　訳】 メントを実施し、支援を行った。妊娠期から継続した支援が必要と判断
妊娠届出数                       合計   ８９８冊 される場合には、関係医療機関との連携及び地区担当保健師につなぎ、
新規母子健康手帳発行数(双胎含む) 合計　 ９０５冊 妊娠期から出産に向けて電話相談や訪問による支援に努めた。特定妊婦
転入妊婦の妊婦健診票綴り発行数　 合計　　 ６１冊 についてはこども・くらし相談センターに情報提供し、連携した支援を

行った。また今後の支援プランガイドを新たに作成し、支援の強化を図
った。
関係機関へ妊娠11週以内での妊娠届出勧奨の協力依頼をすることで、前
年度より妊娠11週以内での届出率が上昇し、その後の早期支援につなげ
ることができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01865 母子健康手帳交付事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
母子保健法第15条(妊娠の届出)及び第16条(母子健康手帳)に基づいた

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
事業である。全ての妊婦を対象としており、妊娠、出産、育児につい
ての正しい知識の提供及び保健指導を実施する、母子保健の妊娠期か

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 らの切れ目のない支援の開始となる事業であることから継続して取り
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 組む必要がある。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
妊娠中のリスクアセスメントにより早期支援が必要と判断した妊婦に対して、支援プランガイドを活用した個
別支援プランの作成を検討する。
また、早期支援が開始できるよう関係機関と連携し、妊娠11週以内の妊娠届出勧奨を継続して行うとともに、
今後も連携した取り組みができるよう関係機関と顔の見える関係づくりを引き続き構築していく。（２）令和 5年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

母子健康手帳交付時より全ての妊婦を母子保健コーディネーターが把握し、ハイリスク妊婦は地区担当保健師
へつなぎ、妊娠から出産、育児までの支援を切れ目なく実施できるよう努める。また特定妊婦の支援方法につ
いてこども・くらし相談センターと協議を重ねていく。
　主な経費　消耗品費、印刷製本費、委託料（３）令和 6年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01865 母子健康手帳交付事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                884                906                906

消 耗 品 費                342                333                333
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                542                573                573
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0              1,859              1,859
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               884              2,765              2,765計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                929                929
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                900                  0

一 般 財 源                884                936              1,836
計                884              2,765              2,765

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         880
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           6
予算合計            0         886

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01866 母子健診事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島 進矢
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 地域保健第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 5190
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 母子保健法第１２条及び１３条、発達障害者支援法第５条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１（第３次）・子ども・子育て支援事業計画・障がい

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
乳幼児の健康の保持・増進を目的として乳幼児を対象に健康診査を実施する。実施方法は集団健診と個別健診（医療機関委託）
【集団健診】１歳６か月児健康診査・３歳児健康診査
　内容：計測、検尿、屈折検査、問診、医師診察、歯科医師診察、フッ化物歯面塗布、保健指導、栄養指導、歯みがき指導
　場所：すこやか保健センター
【個別健診】３～４か月児健康診査・９～１１か月児健康診査・２歳児歯科健康診査
　内容：計測、問診、医師診察、保健指導、栄養指導、歯科医師診察・歯科指導（２歳児のみ)
　場所:委託医療機関

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

集団健康診査の実施回数 回ア 96 96 95 96 96
健康診査の受診者数（延べ） 人イ 4,759 5,500 4,446 5,000 5,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

乳幼児 集団（１歳６か月、３歳） 人ア 2,097 2,500 2,108 2,100 2,100
乳幼児 委託（乳児、9～11か月、2歳） 人イ 2,662 3,850 2,878 3,000 3,000

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

健診を受診してもらう 受診率（１歳６か月、３歳） ％ア 96.60 98 96.80 98 98
健診を受診してもらう 受診率（乳児、9～11か月、２歳）％イ 86.40 88 83.60 88 88

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

乳幼児の健やかな成長を支援するために重要な機会である健康診査を安

事
業
費

国庫支出金 千円 0 600 600 0 0心して受けてもらうために、集団健診会場では新型コロナ感染症の発生
状況に応じた感染症対策を徹底する。乳幼児期の切れ目ない支援を充実 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0するため、各健康診査を通じ保護者への支援が必要な家庭等については
地区担当保健師と連携して支援を継続する。健康診査未受診者の状況に 地 方 債 千円 0 0 0 0 0ついては早期に把握し、必要に応じてこども・くらし相談センターなど
の関係機関と連携の強化をはかる。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0経過観察の必要な子どもについては親子教室・育児相談等につなぎ、ま
た必要に応じてこども発達サポートセンターの相談・教室等や療育機関 一 般 財 源 千円 26,841 28,083 26,709 27,278 27,278
につないでいく。

事業費 千円 26,841 28,683 27,309 27,278 27,278

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【集団健診】　　　　　　　　　　対象者数　 受診者数　  受診率 新型コロナ感染症の発生状況に応じた感染症対策を万全に行い、健診を
・１歳６か月児健康診査　48回　　1,010人　　　982人　　97.2％ 実施した。令和4年度より3歳児健診において国の母子保健対策強化事業
・３歳児健康診査　　　  47回　　1,098人　  1,058人　  96.4％ である屈折検査を導入し、健診内容の充実を図った。健診を受診するこ

とで、乳幼児の疾病の早期発見・早期治療につながり、また発育発達に
【個別健診】医療機関委託 必要な保健指導や療育の紹介を行うことにより、保護者の育児不安等の
・３～４か月児健康診査　　　　 　 928人　    908人　　97.8％ 軽減、解消に結びついた。また転入者の健診受診状況の早期把握にも努
・９～１１か月児健康診査　　　   1047人  　　948人　  90.5％ め、転入後スムーズに受診できるようにし、転入後の育児不安等の軽減
・２歳児歯科健康診査　　 　 　　 1019人　　  806人　  79.1％ ・解消に結び付いた。１歳６か月児・３歳児健康診査については、初回

通知から２か月経過した未受診者に対し、地区担当保健師が速やかに夜
間訪問等を実施し把握に努め、9～11か月児健診・2歳児歯科検診につい
ては未受診者への電話連絡の月齢を早め、速やかに把握するよう努めた
。把握した状況に応じてこども・くらし相談センター等と連携し、虐待
予防を行った。個別健診の結果から把握した情報についても、経過観察
の必要な子どもは医療機関と連携したり、健診担当から地区担当保健師
へつなぎ、必要に応じて支援を行った。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01866 母子健診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
本事業は、母子保健法第12条（健康診査の実施）、13条（健診の受診

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
勧奨）及び発達障害者支援法第５条（発達障害の早期発見）に基づき
実施しており、健診を行うことは市の重要な責務であり、廃止できな

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 い。また、対象者への通知は全対象に個別通知し、また健康診査の受
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 診費用は対象の市民は全て無料で行っているため公平である。乳幼児

健診を実施することで、疾病の早期発見・早期治療や発達が心配され
る児の支援につながる。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
乳幼児の健やかな成長を支援するために重要な機会である健康診査を安心して受けてもらうために、集団健診
会場では感染症予防対策として体調不良の状況を確認し、必要に応じて個別対応する。乳幼児期の切れ目ない
支援を充実するため、各健康診査を通じ保護者への支援が必要な家庭等について、個別健診(3～4か月児健診)
においては委託医療機関と連携して早期の情報共有に努めたり、地区担当保健師と連携して支援を継続する。（２）令和 5年度の改革改善の内容
健康診査未受診者については母子手帳アプリ等の活用により早期の把握を行うとともに、介入時期もさらに早　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
期に対応できるよう努め、必要に応じてこども・くらし相談センターなどの関係機関と連携の強化を図る。
経過観察の必要な子どもについては、親子教室・育児相談等につなぎ、また必要に応じてこども発達サポート
センターの相談・教室等や療育機関につないでいく。

各健康診査の結果から、支援の必要な対象者には地区担当保健師や関係機関と連携しながら継続的な支援を行
う。未受診者の状況把握を早急に確実に行い、受診勧奨や関係機関との連携を行う。
　【主な経費】報償費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、委託料、扶助費

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01866 母子健診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費              8,796              8,828              8,828
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                541                633                633

消 耗 品 費                456                546                546
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                 85                 87                 87
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                529                543                543
通 信 運 搬 費                529                543                543
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料             16,209             17,208             17,208
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費              1,188                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                 46                 66                 66
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            27,309             27,278             27,278計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                600                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             26,709             27,278             27,278
計             27,309             27,278             27,278

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      28,683
国庫支出金 母子保健衛生費補助金補正予算          600           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          -6
予算合計            0      28,677

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          600
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01867 母子保健推進員活動事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 地域保健第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 5190
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 市町村母子保健事業推進要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１(第3次)　　霧島市子ども・子育て支援事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
すべての子どもが健やかに生まれ育つために、乳幼児並びにその保護者の現状把握や身近な相談役としての活動を行うことを目的に母子保健推進
員を設置し、市が地域ごとに委嘱する。
主な活動：
①生後4か月までの乳児並びにその保護者の訪問（こんにちは赤ちゃん事業）
②把握した母子保健上の問題を行政に連絡する
③子育て情報提供
④母子保健事業への協力

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

母子保健推進員数 人ア 54 54 54 54 54
訪問活動件数 件イ 292 360 280 360 360

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

生後4か月までの乳児 出生数（年） 人ア 982 1,230 0 1,000 1,000
生後4か月までの乳児を持つ保護者妊娠届出数 人イ 988 1,200 898 900 900

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

成長発達が確認される 訪問活動件数 件ア 292 680 280 400 400
不安を把握する 訪問活動件数 件イ 292 680 280 400 400

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　母子保健推進員の訪問を通して産後支援を要する方を早期に把握し、

事
業
費

国庫支出金 千円 169 230 169 207 207地区担当保健師・関係機関につなぎ、継続的な支援を行い母子支援の充
実を図る。 県 支 出 金 千円 169 230 169 207 207　さらに、母子保健推進員に対しては、活動にあたっての不安解消につ
ながるよう研修会を行い資質の向上に努める。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0　妊娠期から乳幼児期までの切れ目ない支援の充実のため、母子保健推
進員による生後４か月未満までの訪問率の向上を図り早期支援に繋げる そ の 他 千円 0 0 0 0 0必要がある。また、感染症予防に務め、双方ともに安心して訪問が出来
る体制づくりを行うとともに、母子保健推進員の訪問を希望されない方 一 般 財 源 千円 168 233 185 211 211
への支援も継続して行っていく。

事業費 千円 506 693 523 625 625

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

（活動実績） 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、電話での対応を希望する保護
訪問件数　280件 者が増えていた。感染症予防については、令和2年度から引き続き、 母
・生後４か月までの母子の訪問　　262件 子保健推進員と情報共有を図り、安心して訪問活動が行われるよう取り
・生後４か月以降の母子の訪問　　18件 組んだ。また、訪問活動については、乳幼児並びにその保護者の現状把
研修会参加　75人 握や、身近な相談役としての活動がなされ、支援の必要な方については
（その他活動状況） 、把握したら速やかに報告を受けることで、その後の支援に活かす事が
・電話連絡　　50件 出来た。母子保健推進員に対しては、産後のメンタル面と支援方法につ
・訪問不在　　34件 いての研修会を行い資質向上ができた。
・親子教室（うさぎ・りす）従事者　13件 令和5年1月より出産・子育て応援給付金の開始により母子保健推進員訪

問が、伴走型相談支援での面談対象となったため、令和5年2月に研修会
を開き、情報共有を行い、スムーズに開始することができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01867 母子保健推進員活動事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
核家族化が進み、地域のつながりも希薄になる中で産後うつや児童虐

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
待が増加している。子育ての孤立化と負担感が増す中で、地域の身近
な子育ての相談役として母子保健推進員活動は必要であり、母子保健

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 推進員が訪問して乳幼児並びにその保護者の現状把握をし、行政へ情
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 報を提供する。そのことで、産後うつや児童虐待の予防となり、スム

ーズに支援が開始され、健康が保持・増進されることになり、基本事
業の意図に結びついている。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　母子保健推進員の訪問が出産・子育て応援給付金伴走型相談支援の面談対象となったため、母子保健推進員
による生後４か月未満までの訪問率の向上を図り早期支援につなげる。
　母子保健推進員に対しては、活動にあたっての不安解消につながるよう研修会を行い、資質の向上に努める
。（２）令和 5年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　母子保健推進員訪問を通し産後支援を要する方の早期把握、地区担当保健師・関係機関への継続的な支援に
つながることで、母子支援の充実を図る。
　さらに、母子保健推進員の資質向上のため活動に必要な研修会を企画し参加を促していく。
　【主な経費】報償費、消耗品費、通信運搬費（３）令和 6年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01867 母子保健推進員活動事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                373                488                488
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 92                 92                 92

消 耗 品 費                 92                 92                 92
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 58                 45                 45
通 信 運 搬 費                 58                 45                 45
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               523                625                625計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                169                207                207
県 支 出 金                169                207                207
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                185                211                211
計                523                625                625

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         693
国庫支出金 子ども子育て支援交付金補正予算          169           0
県支出金 子ども子育て支援交付金          169           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         693

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          338

IP27P042



令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01868 母子訪問事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 地域保健第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 5194
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 母子保健法第10条・11条・17条、霧島市家庭児童相談員設置要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21(第3次)、霧島市子ども・子育て支援事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
○妊娠中、産後の電話等により、妊産婦や子どもの健康状態や家庭の状況を把握し、訪問を希望した妊産婦・新生児（乳児）を対象に保健師・在
宅助産師が訪問する。出産後の早期介入により育児不安の軽減や支援の充実を図る。他市から里帰りしている妊産婦についても、訪問を希望した
場合に同様に実施する。また、令和５年１月より開始した出産・子育て応援給付金給付事業（出産後）に関する出産後の面談を兼ねて実施する。
○健診未受診児や支援を必要とする家庭に対して、必要に応じ訪問指導を行い、状況を把握し必要な支援につなぐ。また虐待予防の観点も視野に
入れて支援を行う。

①活動指標：ｱ　在宅助産師が実施した新生児・乳児及び産婦への訪問件数（延べ）
　　　　　　ｲ　母子訪問事業中、ｱの件数を除いた保健師（在宅保健師含む）の訪問件数（延べ）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

助産師新生児訪問件数（延べ） 件ア 1,019 1,046 1,000 1,168 1,168
母子訪問件数（延べ） 件イ 724 800 596 800 800

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

新生児 出生数(年) 人ア 982 1,230 0 1,000 1,000
産婦 妊娠届出数 人イ 988 1,200 898 900 900

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

成長発達が確認できる 助産師の新生児訪問件数（延べ）件ア 1,019 1,100 1,000 1,168 1,168
不安が解消される 助産師の新生児訪問件数（延べ）件イ 1,019 1,100 1,000 1,168 1,168

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

出生連絡票の周知を図り、出産後に早期に支援を必要とする産婦に対し

事
業
費

国庫支出金 千円 1,255 1,361 1,255 1,603 1,603ては、迅速に対応できるようにしていく。また産婦人科との情報連携方
法について見直し、スムーズに情報共有できるようにし、その後の支援 県 支 出 金 千円 313 340 313 401 401につなげていく。支援の必要な産婦については関係機関等と連携し支援
していく。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 666 597 628 714 714

事業費 千円 2,234 2,298 2,196 2,718 2,718

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・妊婦　　　 19人（延  　30人） 妊娠中から支援を必要とする妊婦や出産後に訪問を希望する産婦、健診
・産婦　　　560人（　　 646人） 未受診児等に対して訪問指導を行い、家庭環境を把握し必要な保健指導
・新生児　   73人 (　　  82人） を実施することで、必要な支援につなぐことができた。全ての産婦に対
・未熟児　　 39人（　　　43人） しては、産後、早い時期に電話での支援を行うことで、その後の迅速な
・乳児　　　478人（　　 542人） 支援につなげることができた。また、令和4年度より関係機関(産婦人科
・幼児　　　221人（　　 253人） )との連携を効率的に行うために、新たにメールでの情報提供ができる

ツールを作成し、連携の強化を図った。
計　　　　　1,390人（延　1,596人）
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01868 母子訪問事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
母子保健法第11条(新生児の訪問指導)及び第17条(妊産婦の訪問指導

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
等)、第19条(未熟児の訪問指導)に基づいた事業であり、早期に訪問
し支援することで、虐待予防や子どもの健全育成への支援につながる

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 事業であることから継続して取り組む必要がある。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
早期に支援を必要とする産婦・新生児に対しては、迅速に対応できるよう電話支援の時期をさらに早め、関係
機関と連携し早期の支援につなげていく。また継続した支援を必要とする産婦に対しては、産後ケアの訪問型
の利用を促していく。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

妊娠期からの切れ目ない支援を実施していくために、小児科を含めた関係機関との連携をさらに図っていく。
出生を確認し、早期の電話支援後に家庭訪問を行い、家庭環境の調整や育児不安等への支援を行っていく。ま
た、虐待予防の観点から、こども・くらし相談センター等との連携強化を図り、関係機関との連絡会も継続し
て実施していく。（３）令和 6年度の方向性
【主な経費】報償費、消耗品費、燃料費、印刷製本費、通信運搬費　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 保健福祉部事務事業 事務01868 母子訪問事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費              2,000              2,336              2,336
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                122                117                117

消 耗 品 費                 10                 10                 10
燃 料 費                 61                 56                 56
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                 51                 51                 51
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 74                265                265
通 信 運 搬 費                 74                265                265
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,196              2,718              2,718計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金              1,255              1,603              1,603
県 支 出 金                313                401                401
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                628                714                714
計              2,196              2,718              2,718

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,298
国庫支出金 子ども子育て支援交付金補正予算        1,255           0
県支出金 子ども子育て支援交付金          313           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       2,298

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        1,568
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01869 乳幼児発達相談事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 重留  真美
施策名 004 共生社会実現に向けた障がい児（者）の支援 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 障がい児の支援体制の充実 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成24年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 発達障害者支援法、母子保健法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21、子ども・子育て支援事業計画、障害者福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
【乳幼児発達相談】

発育や発達に不安のある子どもや保護者に対して、専門職（言語聴覚士、作業療法士、理学療法士）による予約制の相談を行う。
相談結果によって、病院受診や療育機関を紹介する。

・言語相談　　　：言葉や口腔機能などに関する相談
・作業療法相談　：身体バランスのとり方や道具を用いての関わり方
・理学療法相談　：身体の発育発達などについて（首すわり・一人座り・寝返り・歩行・身体の低緊張など）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

言語相談者数（延べ） 人ア 212 246 188 246 246
作業療法相談者数（延べ） 人イ 41 48 44 48 48
理学療法相談者数（延べ） 人ウ 53 60 55 60 60

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

０～６歳児と保護者 ０～６歳児の数 人ア 7,596 7,631 7,383 7,615 7,394
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
疾病の早期発見及び育児不安の軽減 相談者数（乳幼児発達相談） 人ア 306 354 287 354 354

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　学校等と連携し、障害のある子ども一人ひとりに応じた特別支援教育の更なる充実を図ります。
　また、療育の必要な子どもの成長に応じて、児童発達支援・放課後等デイサービス等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。
　さらに、こども発達サポートセンター「あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係機関と連携し、発達障害の早期発見から早期療育への迅速
な対応を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

専門職による相談・助言を行うことで、保護者の不安解消を図るととも

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0に、必要に応じて子どもの特性に見合った療育の場や医療機関の紹介を
行い、早期支援につなげる必要がある。また、就園している子どもにつ 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0いては必要に応じて巡回支援を紹介し、すこやか保健センターと連携し
、健診・育児相談・育児教室から相談につなげていく必要がある。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 700 0
一 般 財 源 千円 752 762 744 76 1,016

事業費 千円 752 762 744 776 1,016

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【言 語 相  談】　54回実施　　相談者（延）188人 ・専門職が保護者の困りごとや不安に対し、子どもの状態の説明および
【作業療法相談】　17回実施　　相談者（延)  44人 対応の仕方等の助言により、育児不安の軽減や不適切な養育の予防につ
【理学療法相談】　11回実施　　相談者（延） 55人 ながった。

・すこやか保健センターの健診や育児教室で言葉の遅れや運動発達面の
遅れを指摘された子どもの経過観察の場となり、経過観察が必要な子ど
もの場合は発達支援教室を勧め、専門職による支援が必要な場合は療育
機関につなぐことができた。
・子どもの発達の状況により療育機関や医療機関につなぐことができた
。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01869 乳幼児発達相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法第5条により、発達障害の早期発見やその支援に努

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
める責務があり、また母子保健法第１０条（保健指導）の一環として
も実施しており、乳幼児発達相談を行うことは市の重要な責務である

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 。専門職の助言（家でできること伝え発達を促す等）により、子ども
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 に発達上の問題があっても早期支援を行うことで状況改善や保護者の

育児不安の軽減につながる。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
専門職による相談・助言を行うことで、保護者の不安解消を図るとともに、必要に応じて子どもの特性に見合
った療育の場や医療機関の紹介を行い、早期支援につなげる必要がある。また、就園している子どもについて
は必要に応じて巡回支援を紹介し、すこやか保健センターと連携し、健診・育児相談・育児教室から相談につ
なげていく必要がある。（２）令和 5年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

すこやか保健センター等と連携し、健診・育児相談・育児教室から専門職による相談につながることで、タイ
ムリーに相談・助言を受けることができるよう努めていく。また、相談結果によって病院受診や療育機関を紹
介していく。

（３）令和 6年度の方向性
　主な経費　報償費、委託料、需用費、役務費　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01869 乳幼児発達相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                464                480                480
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  9                 21                 21

消 耗 品 費                  5                 17                 17
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  4                  4                  4
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 31                 35                 35
通 信 運 搬 費                 31                 35                 35
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                240                240                480
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               744                776              1,016計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                700                  0

一 般 財 源                744                 76              1,016
計                744                776              1,016

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         762
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         762

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01871 発達外来事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 重留  真美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 発達支援グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 4310
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成24年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 発達障害者支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21 子ども・子育て支援事業計画 障害者福祉計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
発育や発達に不安がある子どもや保護者に対して、専門医師による診察・指導・診断を行う。また必要な療育につなぐための指導・助言を行い早
期支援をしていく事業。

【従事者】専門医師、臨床心理士、保育士、保健師
【実施場所】霧島市立医師会医療センター

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実施回数 回ア 24 27 23 27 27
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
発育、発達に不安のある0歳児から１８歳
未満の方、保護者

0～18歳未満の方の数（Ｈ23は0～6歳児の数
） 人ア 22,514 21,619 22,368 22,570 22,400

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
支援し育児不安の軽減をはかる。支援できた子どもの数(延べ） 人ア 54 54 42 54 54

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

 市民が発達障害に関する専門医師の診察をいつでも受けられるような

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0体制整備と早期発見や継続診療ができるように嘱託専門医師、医師会医
療センターの臨床心理士や医療事務職員等と協働して引き続きスムーズ 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0な発達外来の運営を行うことが求められる。また、地域での継続的な支
援に向けて、学校や療育機関等との情報交換や連携を行う必要がある。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 558 743 486 744 781

事業費 千円 558 743 486 744 781

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

霧島市立医師会医療センターにて実施。 ・１名の医師は23回42人(初診22人、再診20人）を医師会医療センター
受診者合計　42人 で診察した。もう1名の医師は県外の医療機関に所属しており新型コロ
　　　　　　　・初診22人（内訳：幼児 11人　 児童 11人） ナ感染症の影響で来院ができなかった。
　　　　　　　・再診20人（内訳：幼児 11人　 児童  9人） ・診断告知12名、放課後等デイサービスの意見書作成4名、幼稚園の加

配の診断書作成7名、他医療機関への紹介状作成3名、特別児童扶養手当
申請の診断書作成2名、服薬の勧め1名、病状説明のみ1名、精神保健福
祉手帳申請の診断書作成を1名行った。学校や園等からも情報提供して
もらいスムーズな診察を行うことができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01871 発達外来事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
発達障害者支援法により市は発達障害の早期発見やその支援に努める

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
義務があり、また市内の医療機関の整備状況では発達障害に関する専
門医師の診察はいつでも受けられる状況にないため発達外来を廃止、

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 または休止することはできない。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
 市民が発達障害に関する専門医師の診察をいつでも受けられるような体制整備と早期発見や継続診療ができ
るように嘱託専門医師、医師会医療センターの臨床心理士や医療事務職員等と協働して引き続きスムーズな発
達外来の運営を行うことが求められる。また、地域での継続的な支援に向けて、学校や療育機関等との情報交
換や連携を行う必要がある。（２）令和 5年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

市民が発達障害に関する専門医師の診察をいつでも受けられるような体制整備のため医師会医療センター医師
の外来陪席並びに嘱託専門医師の確保に努める。早期発見や継続診療ができる体制づくりのため医師会医療セ
ンターの臨床心理士・看護師・医療事務職員等と協働して行うことができるよう調整する。また地域での継続
的な支援に向けて、学校や療育機関等との情報交換や連携を行う。（３）令和 6年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）
主な経費   報償費、需用費、役務費、委託料

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01871 発達外来事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                461                606                643
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 16                 16                 16

消 耗 品 費                 16                 16                 16
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  9                 11                 11
通 信 運 搬 費                  9                 11                 11
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                111                111
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               486                744                781計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                486                744                781
計                486                744                781

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         743
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         743

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01877 産後支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2181
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成29年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 母子保健法第十三条の二及び第十七条の二、産婦健康診査事業実施要

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第3次）・霧島市子ども・子育て支援事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
産婦健康診査事業：産後2週間及び１か月前後の産婦に対し、身体的機能の回復状況、精神状態等を把握するために健康診査を行い、産後うつの
予防や新生児への虐待予防等を図ることを目的とする。委託契約した産科医療機関において実施し、その結果に基づき適切な指導を行う。さらに
継続的な支援を要する産婦については、子育て世代包括支援センターで報告を受け、産後ケア事業、訪問指導等の必要な支援につなげる。
産後ケア事業：出産直後の母親に対して、心身のケアや育児のサポートなどを行うとともに、乳児のケアを行うことで、産後も安心して子育てが
できる支援体制を確保することを目的とする。対象者は、身近に世話をしてくれる人がいない母子で、産後に心身の不調または育児不安等がある
者等とする。宿泊型：産後ケア事業を実施する医療機関、助産所等に利用者を宿泊させ休養の機会を提供するとともに、心身のケアや授乳・沐浴
等の育児サポートなどの支援を実施する。
デイサービス型：日中、実施施設において、来所した利用者に対し、個別または集団で、心身のケアや授乳・沐浴等の育児のサポートなどの支援
を実施する。いずれも助産師、保育士、心理職などの専門家がチームで母子を支援する。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

産後ケア利用者数 人ア 97 100 126 100 100
産婦健康診査受診者数（産後１か月） 人イ 996 1,050 890 1,050 1,050
産婦健康診査受診者数（産後２週間） 人ウ 976 1,050 879 1,050 1,050

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

利用者 利用者数 人ア 97 100 126 100 100
産婦 産婦数 人イ 1,053 1,100 943 1,100 1,100

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

育児不安の軽減ができる。 利用者で育児不安の軽減ができた思う割合％ア 100 100 99.38 100 100
産婦健康診査を受診してもらう産婦健康診査受診率（産後１か月）％イ 94.60 100 94.38 100 1,000
産婦健康診査を受診してもらう産婦健康診査受診率（産後２週間）％ 92.70 100 93.21 100 100ウ

（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

産後2週間健診が浸透してきてハイリスク産婦の把握時期がより早まっ

事
業
費

国庫支出金 千円 7,032 7,535 7,660 7,064 7,064てきており、今後も子育て世代包括支援センターを中心にして、該当者
を把握し早期支援につなげていきたい。また産後ケア事業の周知を図り 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0、切れ目なく手厚い支援につなげていきたい。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 7,167 7,688 4,789 7,213 7,213

事業費 千円 14,199 15,223 12,449 14,277 14,277

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【産婦健康診査事業】受診者数　890人（産後2週間）、879人（産後1か 2回の産婦健診により出産後の身体の回復状況や精神状態を把握するこ
月） とで、産後うつや虐待につながる可能性が高い産婦の把握につながり、
医療機関から報告された継続的な支援を要する産婦数　43人 産科医療機関と連携してハイリスク産婦の切れ目ない支援につながった

。
【産後ケア事業】利用者数（実）　126人（内訳：宿泊型のみ　8人
デイサービス型のみ　118人　両方とも利用した者　0人） 産後ケア事業の利用者数が増加しており、支援が必要な産婦の利用に繋
利用日数　395日　（宿泊型　45日　　デイサービス型　350日） がっている。利用者アンケートの結果では、育児不安の軽減が図られた

人の割合は99.3％であった。産後ケアの利用で心身の状態が回復し、育
児不安や孤立感の軽減や休養がとれ、安心して子育てできる環境整備、
健康の保持・増進につながった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01877 産後支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
産婦健康診査事業は全ての産婦が対象であり、産後の体調不良、精神

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
的に不安定、孤立しがちな産婦を把握し、産後の切れ目のない支援に
つながっている。また、産後ケア事業は、市民が安心して出産し子育

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 てを行うために必要である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
産後2週間健診によりハイリスク産婦の早期把握が可能となったため、産婦の状況に応じ医療機関や助産師等
と連携し早期支援につなげていく。また、産後ケア事業については、令和５年度から開始する訪問型について
周知を図り、切れ目ない支援につなげていく。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

産婦健康診査は、産婦の心身の健康を保持するために産科医療機関と連携を図り、受診率100％を目指してい
く。また、産科医療機関と連携しハイリスク産婦の情報連携を図り支援を行っていく。
産後ケア事業は、産婦のニーズを把握し、利用しやすい環境づくりを検討していく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01877 産後支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  2                  2                  2

消 耗 品 費                  2                  2                  2
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 32                 41                 41
通 信 運 搬 費                 32                 41                 41
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料             12,326             14,034             14,034
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                 89                200                200
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            12,449             14,277             14,277計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金              7,660              7,064              7,064
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              4,789              7,213              7,213
計             12,449             14,277             14,277

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      15,223
国庫支出金 母子保健衛生費国庫補助金補正予算        7,660      -1,326

補正第１５号            0      -1,326
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      13,897

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        7,660
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01878 母子相談事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 地域保健第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 5187
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和40年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 母子保健法９条、10条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１（第３次）、霧島市子ども・子育て支援事業計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
保護者の育児不安の軽減と児の成長発達を支援するために、親子教室や乳幼児育児相談、心理相談を実施する。
【親子教室（きらきら教室）】１歳６か月児健康診査後に発達に不安がある幼児と育児不安のある保護者に対して児の発達の経過観察や育児不安
の軽減を行い、必要に応じて療育施設等を紹介。●内容：自由遊び、課題遊び、個別相談等　●対象者：1～2歳児とその保護者　●実施回数：う
さぎ教室及びりす教室：各月1回実施（24回／年）●従事者：保育士・臨床心理士・作業療法士・保健師・母子保健推進員
【心理相談・すくすく発達相談】子育てに不安のある保護者や、１歳６か月児健康診査等で発達に不安のある幼児とその保護者に臨床心理士が個
別相談を行い、必要に応じて療育施設等を紹介。●実施回数：心理相談：12回／年・すくすく発達相談：60回／年
【乳幼児育児相談】●内容:身体計測、栄養、歯科、母乳等の相談　●対象者：乳幼児とその保護者　●実施回数:月１回実施(12回／年)　●従事
者：助産師・栄養士・歯科衛生士・保健師

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

乳幼児育児相談相談者数（延） 人ア 324 360 395 400 400
心理相談相談者数（延） 人イ 106 156 144 156 156
親子教室参加者数（延） 人ウ 185 192 116 192 192

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

０～６歳児 ０～６歳児の数 人ア 7,596 7,631 7,383 7,615 7,394
０～６歳児の保護者 ０～６歳児の数 人イ 7,596 7,631 7,383 7,615 7,394

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

発育・発達の経過がわかる 親子教室・育児相談・心理相談の参加者（延
） 人ア 615 708 655 748 748

発育・発達の不安が軽減される親子教室・育児相談・心理相談の参加者（延
） 人イ 615 708 655 748 748

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

予約制の育児相談を産後の訪問のフォローや育児不安等への相談の場と

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0して幅広く利用してもらうよう周知に努めていく。
発達に関する相談の増加により、すくすく発達相談の回数を増やし、専 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0門職による相談・助言を行うことで、保護者の不安解消を図る。また子
どもの特性に応じた対応の助言やこども発達サポートセンターの相談・ 地 方 債 千円 0 0 0 0 0教室の紹介及び療育等の紹介を行い早期支援につなげる。

そ の 他 千円 0 0 0 1,600 0
一 般 財 源 千円 1,362 1,616 1,614 91 1,621

事業費 千円 1,362 1,616 1,614 1,691 1,621

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【親子教室】 子育てに不安や悩みを抱える市民に対して、身近に相談できる機会を確
実施回数 24回  延べ参加者数 116人 保するために新型コロナウイルス感染症対策を行い実施した。相談を予

約制としたため、事前に感染症チェックシートや電話で体調等を確認す
【育児相談】 ることができ、人数や時間を考慮しながら育児不安の解消に努めた。ま
実施回数 12回　延べ参加者数 395人 た、母子健康カレンダーや健診・教室等で周知していた相談事業を、多

くの方に知ってもらえるようSNSを活用し周知を始めた。
【心理相談】 すくすく発達相談の実施回数を増やすことで、相談体制の充実を図り早
実施回数  77回　延べ参加者数 144人 期支援に努め、地区担当保健師や関係機関とのつなぎがスムーズに行う

ことができ、支援を行うことができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01878 母子相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
母子保健法第10条に基づき実施しており、事業を行うことは市の重要

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
な責務であり、また、発達障害者支援法第５条により、発達障害の早
期発見やその支援に努める責務がある。育児情報の掲示内容や周知方

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 法の検討や親子教室の未参加者や参加中断者について参加を促したり
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 、相談を行うことで向上の余地はある。乳幼児育児相談を行うことで

、保護者の育児不安の解消が図られ、安心して妊娠、出産、子育てす
るための支援につながっている。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
予約制の育児相談を、産後の訪問のフォローや育児不安等への相談の場として幅広く利用してもらうよう実施
する。今後は感染症の動向を見ながら、予約制について検討を行う。また、育児相談で助産師相談を月２回実
施することで、保護者のニーズにあった相談機会を確保する。
発達に関する相談の増加により、すくすく発達相談の回数を増やし、専門職による相談・助言を行うことで、（２）令和 5年度の改革改善の内容
早期に保護者の不安解消を図る。また子どもの特性に応じた対応の助言やこども発達サポートセンターの相談　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
・教室の紹介及び療育等の紹介を行い早期支援につなげる。
親子教室については、こどもセンターとの連携を強化し、保護者が子どもとの関わり方・遊びを学べる機会に
ついて検討していく。

予約制の育児相談を継続すると同時に、保護者から気軽に相談しやすい体制も必要なため、予約を優先として
、随時の相談も対応できることを周知していく。
支援が必要な場合には、相談から地区担当保健師につなぎ、関係機関と連携して、切れ目ない支援を行ってい
く。（３）令和 6年度の方向性
　【主な経費】報償費、消耗品費、通信運搬費　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01878 母子相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費              1,568              1,640              1,570
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 32                 32                 32

消 耗 品 費                 32                 32                 32
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 14                 19                 19
通 信 運 搬 費                 14                 19                 19
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,614              1,691              1,621計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0              1,600                  0

一 般 財 源              1,614                 91              1,621
計              1,614              1,691              1,621

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,616
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,616

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01881 各種がん検診事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 地域保健第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 5183
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和58年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法施行規則第４条の2第５号

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
がんの早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診を実施。
<各種がん検診の内容、対象年齢、金額>
①胃がん検診:胃部X線検査、40歳以上の男女(1,000円)②肺がん検診:胸部X線検査、40歳以上の男女(300円)③大腸がん検診:便潜血反応検査(二日
法)、40歳以上の男女(600円)④乳がん検診:マンモグラフィー検査、40歳以上の女性(40～49歳1,500円、50～59歳1,000円)⑤子宮頸がん検診:子宮
頸部細胞検査、20歳以上の女性(700円)
※70歳以上、もしくは65～69歳の方で後期高齢者医療保険者証をお持ちの方、生活保護世帯の方で減免申請をされた方は無料。
①～③をまとめてセット検診として実施。登録制で、登録者に検診委託医療機関から案内を通知。今年度初めて、40から64歳を対象にモデル地区
で予約制も実施した。
④～⑤をまとめて女性がん検診として予約制で実施。受診希望者がインターネットや電話で検診委託医療機関に予約する。予約者に検診委託医療
機関から案内を通知。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

がん検診の実施日数 日ア 86 84 84 82 82
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮
頚がん検診の受診希望登録者 がん検診受診希望登録者 人ア 25,816 26,000 23,526 26,000 26,000

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

がん検診を受診できる 受診者数（延べ） 人ア 23,661 25,000 24,133 25,000 25,000
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

今後は周知の在り方や市のがん検診を受診していない市民の受診状況の

事
業
費

国庫支出金 千円 1,589 316 315 320 320把握についても検討していく必要がある。
平成29年度から女性がん検診を予約制にしたことで、検診の待ち時間や 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0駐車場不足が解消し、受診しやすい体制が整った。また、予約制にした
ことで人的コストも軽減した。検診委託機関の体制により、インターネ 地 方 債 千円 0 0 0 0 0ットで予約した方の希望者にはメール登録もでき、検診の案内をメール
でお知らせすることも可能となった。セット検診も予約制や、土日検診 そ の 他 千円 10,356 10,578 9,523 10,257 10,257の導入、また身体の障害等で集団検診を受診することが困難な住民に対
して、委託医療機関での個別検診を実施するなど住民がより受診しやす 一 般 財 源 千円 68,744 73,159 68,092 73,025 73,025
い体制を整えていく必要がある。

事業費 千円 80,689 84,053 77,930 83,602 83,602

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

<検診日数> セット検診通知の登録者のうち過去５年間の受診歴がない人を通知対象
セット検診:国分15日、隼人10日、牧園・溝辺3日、霧島・横川・福山2 から外したことで、受診を希望する人へ通知することができた。また広
日の合計37日 報きりしまやFMきりしまでの広報や包括連携協定により、新規通知登録
女性がん検診:国分16日、隼人13日、牧園・溝辺・霧島・横川・福山2日 者が452人増えた。またコロナ禍でも安心して受診できるように、感染
の合計39日 症予防対策を行い検診を実施した。集団検診であるセット検診では、検
<受診者数> 診ごとに受付時間を変更したり、会場の待合スペースの間隔を空けたり
①胃がん検診:男性1,625人女性1,862人②肺がん検診:男性2,282人女性3 して、受診者が密にならないように取り組んだ。予約制のセット検診、
,091人③大腸がん検診:男性2,839人女性4,209人④乳がん検診:4,038人 女性がん検診は、密になることはなかった。胃がん・大腸がん検診は受
⑤子宮頸がん検診:4,185人 診者が前年度より減少したが、肺がん・女性がん検診は受診者数が増加

した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01881 各種がん検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ □削減できない 削減できない

□ ■削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
がん検診は、健康増進法第19条の2に基づき市町村が行う事業であり

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
、健康きりしま21においても市民の疾患予防と健康管理としてがん検
診受診率向上の目標を設定し、取り組んでいるところである。本市の

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 死亡死因第1位が悪性新生物であることから、がんの早期発見、早期
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 治療につなげるためにもがん検診は継続して取り組むべき事業である

。受診者の生活スタイルを考慮し、より安心、安全に受診できるよう
に、受診しやすい検診の体制について再検討する必要がある。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
今後は周知の在り方や市のがん検診を受診していない市民の受診状況の把握についても検討していく必要があ
る。
女性がん検診については、平成29年度から予約制にしたことで、検診の待ち時間や駐車場不足が解消し、受診
しやすい体制が整った。また、人的コストも軽減した。委託先の検診機関では、前年度にインターネットで予（２）令和 5年度の改革改善の内容
約した人のうちメールアドレス登録をした人へ、年度当初に検診の案内をメールでお知らせしている。セット　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
検診も予約制や土日検診を導入し、比較的年齢が若い市民がより受診しやすい体制を整えていく必要がある。
障害があるために検診車でのがん検診を受けられない人を対象に、医療機関での個別検診を昨年度開始した。
障害により個別検診が必要な人に情報が届くよう、長寿障害福祉課に協力をもらい周知に努める。

がん検診の周知については、市広報誌、市ホームページ等での案内とともに、SNS(インスタグラム等)を活用
し、若年層の受診行動へつなげる。
40～59歳の受診率を向上させるために、予約制セット検診の対象者拡充を図り、土日検診も実施する。
障害により検診車でのがん検診受診が困難な人に個別検診を紹介し、協力医療機関で検診を実施する。（３）令和 6年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01881 各種がん検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費              1,160              1,131              1,131
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                367                473                473

消 耗 品 費                 77                114                145
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                290                359                328
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                889                909                909
通 信 運 搬 費                889                909                909
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料             75,514             81,089             81,089
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            77,930             83,602             83,602計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                315                320                320
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              9,523             10,257             10,257

一 般 財 源             68,092             73,025             73,025
計             77,930             83,602             83,602

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      84,053
国庫支出金 疾病予防対策等事業費（新たなステージのがん）補正予算          315      -4,895
その他 雑入補正第１５号        9,523      -4,895

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0      -1,005
予算合計            0      78,153

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        9,838
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01882 肝炎ウィルス検診事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 地域保健第1グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 5183
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成14年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法施行規則４条の２第３号

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
Ｂ型及びＣ型肝炎の早期発見、早期治療のため、当該年度（4月1日～翌年の3月31日）中に40歳以上で、過去に肝炎ウイルス検診を受けたことが
ない人に対し集団による肝炎ウィルス検診を実施する。
受診者は、基本型（Ｂ型＋Ｃ型）600円、Ｃ型のみ500円、Ｂ型のみ100円の中から選択し、それぞれの受診料を負担するが、節目年齢（40歳、45
歳、50歳、55歳、60歳、65歳、70歳、75歳）の人は無料である。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実施回数 回ア 8 8 8 8 8
受診者数 人イ 1,397 1,500 1,464 1,500 1,500

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
40歳～75歳の5歳刻みの市民で過去に肝炎
ウイルス検診を受けていない者 40歳～75歳の通知対象者 人ア 9,408 10,000 9,960 10,000 10,000
40歳以上の節目検診対象者以外で、過去に肝炎ウ
イルス検診を受けたことがなく検診を希望する者

40歳以上の節目検診対象者以外で検診を希望
する者 人イ 0 5 0 5 5

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

肝炎ウイルス検診が受けられる受診率 ％ア 14.85 20 14.70 20 20
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

前年度と比較し、受診者数・受診率は減少した。感染症対策を徹底し、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0引き続き休日検診を実施していく。
県 支 出 金 千円 2,479 3,641 2,664 3,034 3,034
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 3 0 0
一 般 財 源 千円 1,541 1,427 1,543 1,204 1,204

事業費 千円 4,020 5,068 4,210 4,238 4,238

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

開催回数8回 令和4年度は、感染症予防対策を行い、休日検診も実施した。コロナ渦
受診者数　1,464人 であったが、前年度よりも受診者数は増加した。
【内訳】
  B型+C型 1,427人
  B型のみ 11人
  C型のみ 26人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01882 肝炎ウィルス検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法に基づいて実施しており、肝炎ウイルス検診を行うことは

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
市の重要な責務である。40歳以上で過去に肝炎ウイルス検診を受けた
ことのない希望者に受診してもらうことで、こころと身体の疾病予防

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 、早期発見、早期治療、健康増進のための健康管理につながる。また
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 、受診勧奨のはがきの内容の改善や、他のがん検診等での肝炎ウイル

ス検診の周知、引き続き土日の検診日を設けることで、さらに受診率
が向上すると考えられる。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
前年度と比較し受診率はほぼ横ばいで会った。検診受診の必要性なども含め、周知方法を検討する必要がある
。また休日検診を実施するなど受診しやすい体制を継続する。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

受診率向上に努め、検診にて要精密検査とされた人には、医療機関を受診するように指導する。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01882 肝炎ウィルス検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                174                174                174
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                151                149                149

消 耗 品 費                  2                  2                  2
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                149                147                147
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                754                747                747
通 信 運 搬 費                754                747                747
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              3,131              3,168              3,168
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             4,210              4,238              4,238計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              2,664              3,034              3,034
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  3                  0                  0

一 般 財 源              1,543              1,204              1,204
計              4,210              4,238              4,238

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       5,068
県支出金 健康増進事業費補助金補正予算        2,664           0
その他 雑入            3           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          17
予算合計            0       5,085

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        2,667
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01883 健康教育事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 地域保健第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 5182
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和58年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法第17条第1項等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
生活習慣病の発症、重症化予防、介護を要する状態にならないための予防対策など健康管理に関する教育を、がん検診会場や出前講座などで実施
する。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

開催回数 回ア 219 220 201 200 200
参加者数（延べ） 人イ 10,086 11,000 10,389 11,000 11,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 ２０歳以上の人口 人ア 97,165 99,417 97,190 99,202 98,987
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
健康に関する正しい知識を得る。参加者数（延べ） 人ア 10,086 11,000 10,389 11,000 11,000

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

KDBシステムを利用した医療費情報や、特定健診の結果データから、市

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0民の健康課題を分析し、効果的な健康教育を展開する。引き続き、セッ
ト検診や女性検診会場等での健康教育では、栄養・歯科・運動面のフレ 県 支 出 金 千円 549 613 529 613 613イル予防などに取り組んでいく。出前講座などでは、市民のニーズに合
わせながら、健康課題に向けた対策としての知識の普及に努める。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 4,784 4,983 5,055 5,163 5,163

事業費 千円 5,333 5,596 5,584 5,776 5,776

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

各種検診会場、出前講座で、保健師・管理栄養士・歯科衛生士・健康運 市民を対象に、専門職による健康講話や実技指導を通して生活習慣病の
動指導士等による健康教育を行い、生活習慣病の予防、介護を要する状 予防、介護を要する状態にならないための予防対策や健康管理に関する
態にならないための予防対策や健康管理に関する正しい知識の普及を図 正しい知識を普及することができた。また、参加者が日常的に取り組め
った。 る内容を心掛けた。
・201回　開催 令和４年度は令和３年度に比べ、出前講座や地域の広場事業での健康教
・延べ参加者数　10,389人 育の機会が増加し、回数・参加人数ともに増加した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01883 健康教育事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法第17条第1項、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
する基準、高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて市が実施すべ
き事業であり、市民の健康意識の向上や知識の普及のために継続的に

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 実施する必要がある。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
生活習慣病予防対策として、KDBシステムを利用した医療費情報や、特定健診の結果データから、市民の健康
課題を分析し、効果的な健康教育を展開する。引き続き、セット検診や女性検診会場等での健康教育では、栄
養・歯科・運動面のフレイル予防などに取り組んでいく。出前講座などでは、市民のニーズに合わせながら、
健康課題に向けた対策としての知識の普及に努める。（２）令和 5年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

市民が集まる機会を捉え、生活習慣病の発症予防や重症化予防、生活機能低下防止のために、継続的かつ効果
的な知識の普及啓発に努める。また、特定健診を含めた健康診断、各がん検診の受診の必要性についても啓発
していく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01883 健康教育事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬              3,997              4,090              4,090
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                799                818                818
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                427                495                495
０９ 旅 費                 70                 82                 82
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                291                291                291

消 耗 品 費                291                291                291
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             5,584              5,776              5,776計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                529                613                613
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              5,055              5,163              5,163
計              5,584              5,776              5,776

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       5,596
県支出金 健康増進事業費補正予算          529           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          83
予算合計            0       5,679

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          529
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01884 健康相談事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 地域保健第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 5182
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和58年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法第１７条第１項

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
総合健康相談 ： 各保健センター等において、気軽にかつ幅広く相談できる窓口を設け、相談者やその家族等に対して心身の健康に関する指導・
助言を行う。必要に応じて、血圧測定・体脂肪率測定等を実施する。
保健師・管理栄養士・歯科衛生士・看護師が、肥満・高血圧・糖尿病・脂質異常症などの生活習慣病やフレイル予防などについて、指導・助言を
行う。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

開催回数 回ア 242 250 234 250 250
相談者数（延べ） 人イ 1,489 1,800 2,036 2,100 2,100

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 ２０歳以上の人口 人ア 97,165 99,417 97,190 99,202 98,987
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
健康に関する正しい知識を習得してもらう相談者数（延べ） 人ア 1,489 1,800 2,036 2,100 2,100

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

市民が集まる機会を捉え、保健師・管理栄養士・看護師等による健康相

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0談を実施する。また、個人の経年的な健診データを活用し、市民が自ら
生活習慣改善に取り組めるように努める。 県 支 出 金 千円 247 301 243 286 286

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 137 153 123 144 144

事業費 千円 384 454 366 430 430

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

各保健センター等で健康相談及び各種検診会場・出前講座等において、 令和４年度はコロナ禍であったが、各検診会場や保健センター等での健
保健師・看護師・管理栄養士・歯科衛生士等の専門職が対応した。 康相談回数や相談者数は前年度より増加した。

保健師・看護師・管理栄養士・歯科衛生士等の専門職が相談に対応し、
・234回実施 必要に応じて関係機関と連携を図ることで相談者の不安の解消につなが
・延べ　2,036人 った。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01884 健康相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法に基づき実施しており、専門職が健康相談を行うことで、

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
市民が健康に関する正しい知識を習得することができ、疾病の予防、
早期発見、早期治療、健康増進のための健康管理ができるようになる

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 ため、継続して実施することが妥当である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
市民が集まる機会を捉え、保健師・管理栄養士・看護師等による健康相談を実施する。また、個人の経年的な
健診データを活用し、市民が自ら生活習慣改善に取り組めるように努める。高血圧についての相談では、相談
者の状況に合わせて、家庭血圧測定、血圧手帳の使用を勧め、相談の継続利用を促していく。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

市民が集まる機会を捉え、周知を図り、健康相談を実施する。血圧測定を行う健康相談では、脈拍も確認し、
不整脈を疑う人には健診受診及び受療状況を確認し、必要な受診につなげるよう努める。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01884 健康相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                284                348                348
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 82                 82                 82

消 耗 品 費                 82                 82                 82
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               366                430                430計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                243                286                286
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                123                144                144
計                366                430                430

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         454
県支出金 健康増進事業費補助金補正予算          243           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         454

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          243
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01885 骨粗鬆症検診事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 地域保健グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 5183
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成10年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法施行規則第４条の２第２号

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
女性検診（乳がん、子宮がん検診）時に、20歳以上で受診を希望する女性に対して踵（しょう）骨超音波法により骨密度測定を実施する。その後
、検診結果を送付し、精密検査が必要な人には医療機関受診を勧める。
当該年度（4月1日～翌年3月31日）中に、40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳、70歳になる女性は300円、それ以外の女性は990円を負担する。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実施回数 回ア 79 73 78 73 78
受診者数 人イ 1,450 1,500 1,506 1,600 1,600

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

20歳以上の女性 20歳以上の女性 人ア 52,814 52,000 52,753 52,000 52,612
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

骨粗鬆症検診が受診できる 受診者数 人ア 1,450 1,500 1,506 1,600 1,600
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

受診しやすい環境を整えるため、引き続き休日の検診も実施し、女性検

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0診と同時に節目以外の方も含めて受診できるように実施する体制を継続
する。今後も、検診の必要性などを含め周知方法を検討し、受診勧奨を 県 支 出 金 千円 189 235 197 229 229行う。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 119 153 128 149 149
一 般 財 源 千円 84 119 98 116 116

事業費 千円 392 507 423 494 494

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

骨粗鬆症検診を女性検診（子宮頚がん検診、乳がん検診）と同日に実施 女性検診と同日に実施することで受診しやすい環境である。女性検診は
。H29年度から予約制とし、休日にも検診を実施している。 予約制であるが、骨粗鬆症検診においては、検診当日に追加受診を可能
・78回実施 としており、受診しやすい体制を整えている。
・受診者 1,506人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01885 骨粗鬆症検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
「骨粗鬆症」は女性ホルモンとの関わりが大きく、女性検診と同日実

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
施することで女性の関心を深め、予防のための受診を促す機会となっ
ている。若い世代から関心を深めていくためにも、20歳以上の希望者

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 が受診できる環境を整えていくことが今後も必要である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
受診しやすい環境を整えるため、引き続き休日検診も実施し、女性検診と同時に節目以外の人も含めて受診で
きるような体制を継続する。今後も、検診受診の必要性等を含め周知方法を検討し、受診勧奨を行う。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

女性検診の際に、希望者に対して骨密度測定をする。検診結果で要精密と判定された受診者には、検診受診後
のフォローまで継続して実施する。周知方法を検討し、受診率向上を図る。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01885 骨粗鬆症検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                423                494                494
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               423                494                494計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                197                229                229
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                128                149                149

一 般 財 源                 98                116                116
計                423                494                494

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         507
県支出金 健康増進事業費補助金補正予算          197           0
その他 雑入          128           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         507

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          325

IP27P042



令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01886 歯周病検診事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法施行規則第4条の2第1号

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21(第3次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
歯の健康づくりを目的に、当該年度（4月1日～翌年3月31日）中に節目年齢を迎える市民（30歳、35歳､40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳及び
70歳の市民）に対して、歯周病検診受診票を送付する。（H23年度までは40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳、70歳の市民）
また、平成24年度から、妊婦に対しても母子手帳発行時に受診票を交付し、妊婦の歯周病検診を開始した。

対象者は市内委託医療機関に電話予約して、検診を無料で受けることができる。
検診の内容は、問診、歯周組織検査、歯科保健指導となっている。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

委託医療機関 件ア 51 55 51 55 55
受診者数 人イ 2,451 2,330 2,558 2,330 2,330

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

節目年齢を迎える市民 節目年齢を迎える市民の数 人ア 13,828 14,650 14,239 14,300 14,300
妊婦 妊婦数 人イ 1,070 1,150 932 1,000 1,000

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

歯周病検診を受診する 受診率（成人） ％ア 14.30 14.50 15.17 16 16
歯周病検診を受診する 受診率（妊婦） ％イ 43.60 44 42.70 44 44

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

歯周病検診の必要性とかかりつけ歯科医の推進について、広報誌やFMき

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0りしま等で周知啓発を図る。
県 支 出 金 千円 1,993 2,346 2,079 2,272 2,272
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 7,336 6,605 7,637 6,790 6,790

事業費 千円 9,329 8,951 9,716 9,062 9,062

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

令和４年度実績 広報誌、市のホームページへの掲載やＦＭきりしまでの啓発活動を行っ
成人：2,160人 たことにより、令和４年度は成人の歯周病検診受診者数が１７６名増と
妊婦：398人(転入妊婦含む) なり、受診率が増加した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01886 歯周病検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法に基づく事業であり、歯周病検診を受診することで健康増

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
進にもつながる。また、妊婦においては、歯周病が早産や低体重出生
児のリスクにもなるため、健康増進事業として妥当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
歯周病が全身に及ぼす悪影響について周知を図り、歯周病の早期発見・早期治療のため受診率の向上に努める
。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

歯周病の早期発見・早期治療のため、委託医療機関への歯の健康チラシ配布依頼等により、歯周病が全身に及
ぼす悪影響について周知を図り、更に歯周病検診受診率の向上に努める。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01886 歯周病検診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                271                363                363

消 耗 品 費                 84                177                177
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                187                186                186
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費              1,004              1,010              1,010
通 信 運 搬 費              1,004              1,010              1,010
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              8,441              7,689              7,689
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             9,716              9,062              9,062計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              2,079              2,272              2,272
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              7,637              6,790              6,790
計              9,716              9,062              9,062

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       8,951
県支出金 健康増進事業費補助金補正予算        2,079           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         802
予算合計            0       9,753

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        2,079
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01887 生活習慣病予防健診事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成20年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 健康増進費  根拠法令・条例等 健康増進法施行規則第４条の２第４号

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
国民健康保険や社会保険などの医療保険に加入していない40歳以上の生活保護受給者に対し、生活習慣病予防健診を行う。
当該年度中に人間ドックを受診した方や受診予定者、生活習慣病により入院又は治療中・妊産婦の方は対象外となる。
対象者に問診票（受診券）を送付し、市が委託した医療機関において健康診査を受診する。（受診料は無料）
検査内容：問診・身体測定・尿検査・診察・血圧測定・血液検査・貧血検査・心電図検査を行い、必要に応じて眼底検査を行う。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

委託医療機関数 箇所ア 62 61 61 60 60
受診者数 人イ 95 90 91 80 112

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
40歳以上の生活保護受給者で受診要件に該
当する人

40歳以上の生活保護受給者で受診要件に該当
する人の数 人ア 512 602 513 538 560

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
生活習慣病予防健診を受診してもらう。 受診率 ％ア 18.55 14.95 17.74 14.87 20

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

対象者の健康管理や健康維持のために、生活福祉課と連携して未受診者

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0に受診勧奨を行い、受診率を向上させる必要がある。
県 支 出 金 千円 512 470 534 473 473
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 433 269 358 332 332

事業費 千円 945 739 892 805 805

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

生活習慣病予防健診は、メタボリックシンドロームの予防、疾病の早期 受診率は昨年度より約0.81ポイント減少したが、生活習慣病の早期発見
発見につなげるために40歳以上の生活保護受給者で受診要件に該当する 、早期治療につながったものと考える。
者を対象に実施した。
受診者91人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01887 生活習慣病予防健診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法に基づいて市が実施すべき事業であり、生活習慣病予防健

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
診を受診することで健康管理につながるため妥当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
対象者の健康管理や健康維持のために、生活福祉課と連携して未受診者に受診勧奨を行い、受診率を向上させ
る必要がある。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

生活福祉課と連携し、未受診者への受診勧奨を継続して行う。
健診結果を積極的に活用し、健康管理指導を充実させる。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01887 生活習慣病予防健診事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 33                 35                 35

消 耗 品 費                 33                 35                 35
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 43                 53                 53
通 信 運 搬 費                 43                 53                 53
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                816                717                717
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               892                805                805計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                534                473                473
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                358                332                332
計                892                805                805

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         739
県支出金 健康増進事業費補助金補正予算          534           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         163
予算合計            0         902

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          534
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01892 口腔保健センター運営支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 2173
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 4年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 地域医療対策費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　姶良地区歯科医師会が、歯科救急医療体制の充実を図るため、地域住民への日曜・祝日の救急歯科診療の提供を実施している。姶良地区歯科医
師会口腔保健センター事業の運営は、姶良地区各市町からの運営費補助、負担金、診療報酬及び歯科医師会会員から徴収した運営費で賄われてい
る。
　歯の痛みは突然起こり、激痛を伴うことが多いため、日曜・祝日に当番制で救急歯科診療を実施する口腔保健センターの存在は、歯科救急診療
の充実という地域住民への信頼と負託に応えている。
　診　療　日：日曜・祝日　　５月３日～５日、８月１３日～１５日、１２月３０日～１月３日
　診察時間帯：午前９時～午後３時

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

口腔保健センターを受診した患者数(霧島市民) 人ア 174 300 145 170 170
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
日曜・祝日に歯科診療を受けられる 受診者数（霧島市民） 人ア 174 300 145 170 170

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

本事業は、歯科救急医療体制のさらなる円滑な運営が出来るように支援

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0するとともに、市民へ同制度の周知を図ることで、市民の健康増進につ
なげる。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 881 862 862 862 862

事業費 千円 881 862 862 862 862

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

口腔保健センター運営費補助金８６２,０００円 令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、令和３年度と比
令和４年度実績  受診件数３１４件、うち霧島市民１４５件 較すると受診者数が減少した。

市民が日曜・祝日に歯科診療を受診できることは、歯科救急医療体制の
円滑な運営を図るうえで適切な対応ができたと考えられ、健康の維持増
進につながった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01892 口腔保健センター運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
日曜・祝日に市民が歯科救急診療を受けられることで、歯周病や口腔

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
内の病気で不安を与えずに生活できるようにすることは、市の重要な
責務である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
本事業は、歯科救急医療体制のさらなる円滑な運営が出来るように支援するとともに、市民へ同制度の周知を
図ることで、市民の健康増進につなげる。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

歯科救急医療体制のさらなる充実が図れるように運営支援および市民への周知を行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01892 口腔保健センター運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                862                862                862
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               862                862                862計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                862                862                862
計                862                862                862

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         862
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         862

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01893 在宅当番医制救急医療情報提供実施事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 2173
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和40年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 地域医療対策費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
休日診療を行う在宅当番医の当番日の調整、救急医療連絡協議会事務、救急医療週間に関する事務等を姶良地区医師会に業務委託している。
姶良地区医師会管内の休日診療参加医療機関数　１２９医療機関
救急医療関係者の意識を高めるとともに、救急医療や救急業務に対する市民の正しい理解と認識を深めることを目的として、例年救急の日に啓発
イベントを開催していたが、令和４年度は新型コロナウイルス感染症の影響で中止となった。
姶良市、湧水町、霧島市が委託料を人口割にて拠出している。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

休日診療に参加医療機関数 件ア 132 134 129 134 134
延べ医療機関数 件イ 499 530 499 510 510
休日診療日数 日ウ 72 73 71 73 73

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

休日診療を受けることできる 参加医療機関数（延べ） 件ア 499 530 499 510 510
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

市民の健康を維持するために関係機関と連携をとり休日診療体制のさら

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0なる円滑な運営支援に努める。また、今後も市民に対して、救急医療や
かかりつけ医等を持つことの普及・啓発に努め、適正な初期救急診療受 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0診に取組むよう支援していく必要がある。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 2,731 2,707 2,707 2,707 2,707

事業費 千円 2,731 2,707 2,707 2,707 2,707

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

休日診療日数　７１日 令和３年度に引き続き、令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大の
休日診療に参加医療機関数　１２９件(令和５年３月３１日時点) 影響で受診控えが起きたが、必要とする市民がいるなかで休日診療体制
延べ医療機関数　４９９件 を崩すことなく健康の維持増進につながった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01893 在宅当番医制救急医療情報提供実施事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市民が休日に医療機関を受診できる体制を整えることは、休日でも受

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
診できることで、市民の不安を取り除き健康を守ることになり、行政
の重要な責務である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
市民の健康を維持するために関係機関と連携をとり休日診療体制のさらなる円滑な運営支援に努める。また、
今後も市民に対して、救急医療やかかりつけ医等を持つことの普及・啓発に努め、適正な初期救急診療受診に
取組むよう支援していく必要がある。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

市民が安心して休日に初期救急診療を受けられるようにさらなる体制整備を促進する。
救急医療の啓発、かかりつけ医等をもつことの促進、適正な救急診療受診等についてさらに支援していく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01893 在宅当番医制救急医療情報提供実施事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              2,707              2,707              2,707
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,707              2,707              2,707計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              2,707              2,707              2,707
計              2,707              2,707              2,707

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,707
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       2,707

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01894 病院群輪番制病院運営支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 2173
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和54年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 地域医療対策費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
予期せぬ病気或いは不慮の事故など専門的治療を受けることが必要な場合に、救急医療を受診できる体制を維持する事業である。平成28年度から
循環器救急輪番制及び脳外科救急輪番制を拡充した。
（病院群輪番制）姶良地区医師会の管内で、地域に必要な二次救急医療体制（入院治療や手術を必要とする重症の救急患者への治療）の円滑な運
営を図る事を目的とする制度。姶良地区医師会管内には、霧島市立医師会医療センター、霧島記念病院、霧島杉安病院、国分生協病院、大井病院
、青雲会病院を指定。
（循環器救急輪番制） 急性心筋梗塞をはじめとする心臓循環器救急患者の救命率の向上を図るため心臓血管系の疾患専用の集中治療室のある専
門的な治療のできる病院への輪番搬送を行う制度。　姶良地区医師会管内には霧島市立医師会医療センター、国分生協病院を指定。
（脳外科救急輪番制）　脳梗塞、脳出血等の脳外科救急に関する専門的な治療のできる病院への輪番搬送を行う制度。姶良地区医師会管内には霧
島市立医師会医療センター、霧島記念病院、国分脳神経外科、大井病院、青雲会病院を指定。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

病院群輪番制で受診した患者数 人ア 4,208 8,000 4,337 4,500 4,500
循環器救急輪番制で受診した患者数 人イ 128 140 148 150 150
脳外科救急輪番制で受診した患者数 人ウ 1,377 1,600 1,668 1,700 1,700

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

病院群輪番制で受診できる 受診した患者数 人ア 4,208 8,000 4,337 4,500 4,500
循環器救急輪番制で受診できる受診した患者数 人イ 128 140 148 170 170
脳外科救急輪番制で受診できる受診した患者数 人 1,377 1,600 1,668 2,000 2,000ウ

（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科救急輪番制病院の体制の円滑

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0な運営支援について、関係機関と連携を図りながら、救急医療体制の課
題解決のために継続して協議を行う。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 30,537 30,282 30,282 30,132 30,132

事業費 千円 30,537 30,282 30,282 30,132 30,132

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

（病院群輪番制） 姶良地区二次救急医療体制（病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科
診療医療機関数　６か所 救急輪番制）の円滑な運営により適切な対応ができたと考えられる。
受診者数　      ４,３３７人

（循環器救急輪番制）
診療医療機関数　２か所
受診者数　      １４８人

（脳外科救急輪番制）
診療医療機関数　５か所
受診者数　      １,６６８人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01894 病院群輪番制病院運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市民の健康を守るため、市民が二次医療を受診できる体制を整えるこ

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
とは、行政の重要な責務である。この事業が廃止され、病院群輪番制
・循環器救急輪番制・脳外科救急輪番制が機能しなくなると、二次救

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 急を姶良地区圏外である鹿児島市や大隅地域に依存せざるを得なくな
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 り、市民の救命に重大な影響を及ぼす。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科救急輪番制病院の体制の円滑な運営支援について、関係機関と連携
を図りながら、救急医療体制の課題解決のために継続して協議を行う。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

関係機関と連携を深め病院群輪番制・循環器救急輪番制・脳外科救急輪番制病院の体制の円滑な運営支援がで
きるように、救急医療体制の課題解決のために継続して協議を行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01894 病院群輪番制病院運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             30,282             30,132             30,132
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            30,282             30,132             30,132計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             30,282             30,132             30,132
計             30,282             30,132             30,132

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      30,282
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      30,282

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01896 夜間救急診療支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 安全・安心な医療体制の充実と健康づくり拠点の整備 内線番号 2173
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 地域医療対策費  根拠法令・条例等 霧島市補助金交付規則及び霧島市補助金等の種類及び補助率に関する

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
夜間救急診療支援事業は、年間を通して小児科・内科の準夜帯（２０：００～２３：００）の初期（一次）救急医療を提供するために行う事業で
ある。
　（診療場所）霧島市立医師会医療センター
　（診療時間）　月～金　２０：００～２３：００，　土，日，祝日,年末年始　１９：００～２２：００
　（補助金交付先）姶良地区医師会
※初期（一次）救急：入院を必要としない救急医療（かぜによる高熱や、家庭では処置できない切り傷といった症状）。
【参考】
　二次救急：入院治療や手術を必要とする重症の救急患者への医療。
　三次救急：二次救急では対応できない重篤な疾患や多発外傷に対して、高度医療が必要な医療。（霧島市内には該当機関無し）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

受診した患者数（延べ） 人ア 2,211 4,650 2,389 2,500 2,500
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
夜間に初期（一次）救急医療が受けられる受診した患者数（延べ） 人ア 2,211 4,650 2,389 2,500 2,500

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　高齢化に伴う医療需要の増加等に対応するため、姶良地区医師会等の関係機関と連携し、夜間・休日における二次救急医療体制の更なる強化を
図るとともに、深夜帯における一次救急医療体制の整備について検討を行います。
　また、医療ニーズへの的確な対応ができるよう、市立医師会医療センターの施設整備や機能充実に努めるとともに、市民の健康づくり、子育て
支援の拠点として、乳児から高齢者まで幅広い保健サービスを提供でき、保健・福祉等の連携が図られる多機能・複合的な保健センターの整備を
目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

今後も市民が安心して受診できる準夜帯の初期救急医療を確保するため

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0、昼間の早めのかかりつけ医への受診等を促進することで、初期救急診
療の適正利用を図る。また、深夜帯の救急体制の整備について姶良地区 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0内市町及び姶良地区医師会等と協議をする必要がある。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 12,972 4,524 16,742 4,284 5,000

事業費 千円 12,972 4,524 16,742 4,284 5,000

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

診療日数　平日２４４日　休日１２１日 令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で受診控
受診者数　２,３８９人（内科:１，０４５人、小児科:１，３４４人） えがあったため、令和３年度とほぼ同じ、コロナ禍以前と比べると約半

分の受診者数になったと考えられる。
夜間救急診療については広報きりしまやホームページ等に掲載しており
市民への周知は図られている。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01896 夜間救急診療支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市民が体調不良の際に、安心して受診できる準夜帯の初期（一次）救

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
急医療の確保は、市の重要な責務である。準夜帯に初期（一次）救急
医療を引き受ける医療機関が少ないため、廃止・休止されれば市民が

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 その機会を失うことになる。安全・安心な医療体制の充実のためには
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 夜間における初期（一次）救急医療の確保が必要である。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
今後も市民が安心して受診できる準夜帯の初期救急医療を確保するため、昼間の早めのかかりつけ医への受診
等を促進することで、初期救急診療の適正利用を図る。また、深夜帯の救急体制の整備について姶良地区内市
町及び姶良地区医師会等と協議をする必要がある。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

準夜帯の初期救急診療の運営を支援すると共に、市民にかかりつけ医等を持つことなどの啓発をし、更に、姶
良地区内市町及び姶良地区医師会等と連携して深夜帯の初期救急診療の体制整備に努める。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 保健福祉部事務事業 事務01896 夜間救急診療支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             16,742              4,284              5,000
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            16,742              4,284              5,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             16,742              4,284              5,000
計             16,742              4,284              5,000

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       4,524
補正予算            0      12,891

補正第１５号            0      12,891
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      17,415

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01907 健康づくり啓発事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島 真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2173
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 健康増進法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
市民の健康づくりに関する支援や普及啓発するために、次の業務を行う。
・平成29年度に策定した健康きりしま21（第３次）について、広報誌や概要版を通じて市民に周知する。
・健(検）診日程等を広報誌に掲載して広く市民に周知する。また健（検）診日程等を記載したリーフレットは窓口等への配布、ＨＰへの掲載に
より周知を行う。
・健康福祉まつりにおいて、８０２０運動達成者や健康福祉作品展に応募した児童生徒を表彰する。
・健康に関するテーマで市民健康講座を開催する。
・市民アンケート調査結果をもとに、健康きりしま21(第4次)計画書を策定する。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

健康リーフレットの作成枚数 枚ア 7,490 8,000 3,000 0 0
8020運動協力依頼歯科医院数および健康福祉作品展協力依頼学校数の合計数件イ 97 100 94 100 100

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口（全年齢） 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
健康づくりに対する意識が向上する 8020運動達成者数及び健康福祉作品応募数の

合計数 人ア 580 600 659 740 740
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

健(検）診情報について、広報誌やホームページへ掲載することで、情

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0報を市民へ伝え、健(検）診の必要性について普及啓発する。また、健
康きりしま２１(第３次)の目標に基づいて、市の健康づくり施策につい 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0ても周知する。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,060 3,261 2,262 95 95

事業費 千円 1,060 3,261 2,262 95 95

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①健康福祉まつりにおける功労者への表彰 ・健康福祉まつりにおいて、８０２０運動達成者や健康福祉作品展に応
　・８０２０運動達成者：１３８人 募した児童生徒を表彰することで、健康づくりへの啓発につながった。
　・健康福祉作品展に応募した児童生徒：５２１人（うち表彰者：１７ ・健康きりしま21（第３次）に基づき、かかりつけ医などの推進や、Ｃ
８人） ＫＤ、各種健（検）診受診率向上、ＣＯＰＤ予防等について、広報誌や
②健康きりしま21（第３次）に基づき、かかりつけ医などの推進や、Ｃ 概要版等を通じて市民に周知することで、健康づくりに対する普及啓発
ＫＤ、各種健（検）診受診率向上、ＣＯＰＤ予防等について、広報誌や が図られた。
概要版等を通じて市民に周知した。 ・「脳卒中や認知症にならないために～今からできる高血圧予防～」を
③市民健康講座「脳卒中や認知症にならないために～今からできる高血 テーマに市民健康講座を開催し、市民の健康に関する正しい知識の習得
圧予防～」を開催、参加者数１１４名 につながった。
④「健康きりしま21(第4次)」計画を策定した。 ・市民アンケート調査結果等をもとに「健康きりしま21(第４次)」計画

書を策定した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01907 健康づくり啓発事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康増進法に基づき実施しており、健康づくり啓発事業を行うことは

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
、市の重要な責務である。廃止すると健康づくりに対する意識向上を
図る機会が減少する。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
健(検）診情報について、広報誌やホームページへ掲載することで、情報を市民へ伝え、健(検）診の必要性に
ついて普及啓発する。また、健康きりしま21(第４次)の目標に基づいて、市の健康づくり施策についても周知
する。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

健康きりしま２１(第４次)の目標に基づいて、健(検）診の広報誌・ホームページへの掲載等の取り組みを通
じて、市民の健康意識の向上を図る。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01907 健康づくり啓発事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 13                 31                 31
０９ 旅 費                  2                 11                 11
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                410                 50                 50

消 耗 品 費                 26                  4                  4
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  2                  2
印 刷 製 本 費                384                 44                 44
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              1,837                  3                  3
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,262                 95                 95計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              2,262                 95                 95
計              2,262                 95                 95

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       3,261
補正予算            0        -966

補正第１５号            0        -966
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       2,295

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01911 地域自殺対策緊急強化事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島 真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2172
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成21年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 自殺対策基本法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
○普及啓発事業：心の健康維持のためのセルフケアの知識や実践方法、困った時の相談先等の周知、啓発や普及を行う事業
　　・自殺予防週間(9月)、自殺対策強化月間(3月)に併せ、広報誌への記事掲載やパンフレット配布による周知啓発を行う
○人材養成事業：自殺対策に関わる多様な分野に携わる人材を緊急に養成するための事業
　　・窓口対応職員を対象にゲートキーパー研修会を実施

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

自殺対策関係者研修会 回ア 1 3 1 2 2
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
自殺予防に関する正しい知識を得る。自殺対策関係者研修会参加者 人ア 40 100 38 80 80

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

様々な分野で自殺対策に関わる人材がゲートキーパー的役割を担うこと

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0で、相談や支援を必要としている人をつなぐことができ、結果的に自殺
死亡率の減少につながる。対象とする部署の業務内容によっては、具体 県 支 出 金 千円 6 23 16 16 16的な対応方法を主にした内容の研修にするなど、開催回数や内容の工夫
をしていく必要もある。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 8 25 18 18 18

事業費 千円 14 48 34 34 34

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

○普及啓発事業 　ゲートキーパー研修会の参加者アンケートでは、自殺対策への理解に
  自殺予防週間、自殺対策強化月間において広報誌やホームページ、FM ついて、参加者全員が「深まった」「やや深まった」と回答し、業務の
きりしま等での啓発を行った。庁内や総合支所、図書館へポスター掲示 参考度は８割以上が参考になったと回答した。研修開催は職員対象の１
による周知を行った。 回のみの開催となったが、自殺対策検討委員会等でゲートキーパーの役
○人材養成事業 割等の周知を行った。
  窓口対応職員を対象にゲートキーパー研修を実施
  実施日:令和５年２月９日     講師:臨床心理士     参加者:38名
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01911 地域自殺対策緊急強化事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
自殺を未然に防ぐには、自殺を考えている人や追い込まれている人の

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
サインに気づき、声をかけ、専門家につなぎ、見守るゲートキーパー
的な存在を地域に増やす必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
様々な分野で自殺対策に関わる人材がゲートキーパー的役割を担うことで、相談や支援を必要としている人を
つなぐことができ、結果的に自殺死亡率の減少につながる。研修の対象者を関係団体にも拡げ、市全体で自殺
対策に取り組めるよう努める。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

霧島市自殺対策計画に基づき、自殺予防の正しい知識やこころの健康維持のための知識、相談先については周
知を継続する。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01911 地域自殺対策緊急強化事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 10                 20                 20
０９ 旅 費                  2                  4                  4
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 22                 10                 10

消 耗 品 費                 22                 10                 10
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                34                 34                 34計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                 16                 16                 16
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 18                 18                 18
計                 34                 34                 34

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          48
県支出金 地域自殺対策強化事業補助金補正予算           16           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          48

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計           16
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01914 心の健康相談事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島　進矢
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 地域保健グループ第１

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 5183
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成21年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 自殺対策基本法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
・対象：悩みやストレス、うつ状態等により、日常生活に支障のある人またはその家族
・予約制で年間24回実施（月2回実施）
・従事者：公認心理師（精神疾患にも対応できるよう精神科医療機関勤務の公認心理師を配置）、保健師

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

開催回数 回ア 24 24 24 24 24
相談者数 人イ 46 48 50 48 48

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

悩みや不安を相談できる 相談者数 人ア 46 48 50 48 48
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

心の病を持つ市民やその家族が専門職である臨床心理士の相談を受けら

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0れるように、引き続き市広報誌やホームページ、民生委員等への｢心の
健康相談｣の周知に努める。他部署にもグループウェアの掲示板を利用 県 支 出 金 千円 120 120 120 120 120し周知を図るとともに、市民が心の悩みや不安について相談できる場所
が身近にあることを知ってもらう機会を増やす。継続支援が必要なケー 地 方 債 千円 0 0 0 0 0スについては引き続き関係機関との連携や地区担当保健師によるフォロ
ーを行う。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0

一 般 財 源 千円 120 120 120 120 120
事業費 千円 240 240 240 240 240

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

実施回数：24回 公認心理師の相談は月2回の予約制のため、タイムリーに予約できない
相談者数：50人（延べ） 場合は、保健師が相談対応をしている。心の悩みや不安について相談で
相談者の内訳 きる場所が身近にあることを多くの市民が知ることで、一人で抱え込ま
　・年齢：20歳未満12人、20～39歳16人、40～59歳15人、60歳以上7人 ず自殺予防対策につながる。今後も市広報誌やホームページの活用を継
　・内容(重複あり):心の健康づくり25人、精神疾患10人、学校・いじ 続していく。また、市の窓口や他部署で心の相談を案内するなど、職員
め11人、職場・メンタルヘルス9人、子育て関連3人 孤立予防に関する からの紹介で心の相談につながることもあった。相談後、他機関との連
相談１人　その他16人 携やフォローが必要なケースについては、保健師がコーディネートし継

続支援につながった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01914 心の健康相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
自分や家族、学校や地域関係のことなどで悩んでうつ状態になったり

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
、中には誰にも相談できずに自殺に追い込まれる場合もある。公認心
理師等の専門的な相談、助言を必要としている者もいる。病院受診等

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 への抵抗がある人は受診しなくても専門職へ相談することで悩みが軽
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 くなることも多い。類似の事業はなく、現在では市が実施する必要が

ある。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
心の病を持つ市民やその家族が専門職である臨床心理士の相談を受けられるように、引き続き市広報誌やホー
ムページ、民生委員等への｢心の健康相談｣の周知に努める。他部署にもグループウェアの掲示板を利用し周知
を図るとともに、市民が心の悩みや不安について相談できる場所が身近にあることを知ってもらう機会を増や
す。継続支援が必要なケースについては、引き続き関係機関との連携や地区担当保健師によるフォローを行う（２）令和 5年度の改革改善の内容
。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

専門職である臨床心理士に相談することで、市民が心の悩みをひとりで抱え込まず、自殺予防につながる。今
後も、市広報誌やホームページ等を活用し市民への周知に努める。他部署にもグループウェアの掲示板を利用
し周知を図るとともに、市民が心の悩みや不安について相談できる場所が身近にあることを知ってもらう機会
を増やす。継続支援が必要なケースについては引き続き関係機関との連携や地区担当保健師によるフォローを（３）令和 6年度の方向性
行う。　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01914 心の健康相談事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                240                240                240
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               240                240                240計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                120                120                120
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                120                120                120
計                240                240                240

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         240
県支出金 地域自殺対策緊急強化事業費補正予算          120           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         240

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          120
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01916 健康運動普及推進員支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島 真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2172
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 5年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 健康増進法 第３条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
市民を対象に、健康寿命の延伸や介護予防等を目的として、地域のひろば推進事業や団体の自主活動などを通じて健康運動（運動・身体活動の推
進に関する知識とその実践）の推進をしている健康運動普及推進員会の活動に対して補助金を交付する。
[養成]養成講座は平成23年度まで実施。
[活動内容〕
 ・地域のひろば推進事業や地域での健康サロンの場での健康運動の普及
 ・市民健康講座への参加
 ・「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」への協力(運動体操サロン)
 ・自主研修、班活動
[補助金]　１回/年　（13,000円×推進員会員数）主に研修会の講師料や活動費である。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

活動日数（延べ） 日ア 452 460 694 700 700
活動人数(延べ) 人イ 1,426 1,500 1,700 1,700 1,700

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

健康運動普及推進員 会員数 人ア 64 60 60 46 46
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

活動が活発になる 推進員が運動普及した市民の数 人ア 4,988 5,500 8,693 8,700 8,700
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

  引き続き、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」との連

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0携も考慮しながら、フレイル予防の活動も継続していく。また、推進員
が自主的に運営ができるよう資質向上に向けた支援を行う。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0  新たな推進員の養成については、健康きりしま21(第4次)計画策定(令
和4年度)の後に、推進員活動の再構築とともに検討していく。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 832 832 780 780 598

事業費 千円 832 832 780 780 598

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①役員会:実施回数…12回  ・活動人数…延101人 推進員の資質向上の支援を行い、地域住民への健康運動の普及に努めた
②研修会等：実施回数…８回　・活動人数…延178人 。「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」で開催されている
③班活動：実施回数…89回　・活動人数…延500人 「運動体操サロン」は、横川地区・牧園地区・福山地区・霧島地区・溝
④地域のひろば推進事業(地域のひろば報告より集計)：実施回数…418 辺地区と実施地区が拡大され、健康運動の普及を継続する場として事業
回　・活動人数…延667人  ・普及人数…延6,188人 の運営に関わっている。
⑤サロン：実施回数…14回　・活動人数…延28人　・普及人数… 延160
人
⑥貯筋運動教室:実施回数…24回   ・活動人数…延65人   ・普及人数
…延309人
⑦運動体操サロン(横川・牧園・福山・霧島・溝辺地区)…86回   ・活
動人数…延159人　・普及人数… 延1,484人
⑧その他の活動等：実施回数…43回　・活動人数…延50人  ・普及人数
…延861人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01916 健康運動普及推進員支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
健康運動普及推進員の活動は、市民が主体的な運動による健康づくり

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
に取り組む契機となるものであり、その役割は大きい。補助金の主な
支出は、地域での活動費であるため、補助金の削減はできない。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
  引き続き、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」との連携も考慮しながら、フレイル予防の活
動も継続していく。また、推進員が自主的に運営ができるよう資質向上に向けた支援を行う。
  事業関係課と連携し、新たな推進員の養成に取り組む。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

 フレイル予防や運動習慣者を増やすために、健康運動普及推進員による地域での継続的な活動は今後も不可
欠である。「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」との連携による健康運動サロンについては、開
催地区が増えるため、運動の普及推進活動と併せて介入していく必要がある。毎年度、推進員数の減少が続い
ていることから、新たな推進員の養成について関係課と協議しながら進めていく。（３）令和 6年度の方向性
(※フレイル＝心身の機能が低下した状態で、①低栄養・口腔機能低下、運動器障害等の身体的フレイル　②　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）
軽度認知障害、認知症、うつなどの精神・心理的フレイル　③閉じこもり、孤立、孤食などの社会的フレイル
の３つの要素が互いに影響しあう。適切な介入・支援により再び健康な状態に戻ることが可能といわれている
。)

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01916 健康運動普及推進員支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                780                780                598
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               780                780                598計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                780                780                598
計                780                780                598

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         832
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         832

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01918 食生活改善推進員連絡協議会運営支援事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島 真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2172
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和48年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
市民を対象に健康づくりと食育の推進を行っている霧島市食生活改善推進員連絡協議会の活動を支援するために補助金を交付する。
【内容】
①地域での活動（生活習慣病予防・食育教室等）
②行政が行う事業での活動（地域のひろば推進事業・離乳食教室等）
③市民健康講座や健康福祉まつり等への協力や参加
④自主研修会（全体会年２回、各地区定例会３回）
【補助金】
１回/年（18,000円×推進員数）主に活動手当として使われる。令和４年度は会員数88名。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

活動日数(延べ) 日ア 524 550 467 550 550
活動人数（延べ） 人イ 958 1,200 984 1,200 1,300

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
市民に食を通した健康づくりを学習しても
らう

健康づくりの知識を学んだ人数（延べ）人ア 15,230 20,000 14,638 20,000 21,000
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

健康きりしま21(第３次)計画に基づき、食育の推進を図る。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0新型コロナウイルス感染予防の新しい生活様式の基準に合わせた活動方
法で、令和４年度の食育の取組「1日３食の食事を規則正しく食べる大 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0切さについての普及啓発」「地場産物の積極的な利用の促進」「共食の
大切さや霧島の食文化の普及啓発」などを食生活改善推進員の地域活動 地 方 債 千円 0 0 0 0 0を通してPRしていく。

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,602 1,602 1,584 1,584 1,602

事業費 千円 1,602 1,602 1,584 1,584 1,602

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

食を通じた健康づくりの知識を学んだ人数:14,638人 新型コロナウイルス感染症の収束時期が見通せず大勢で集まることが困
(地域のひろば推進事業、日本食生活協会・県委託事業等:467回) 難な状況下であるが、「お隣さん、お向かいさん」の家庭訪問活動を進
・地域のひろば推進事業 めてきた経験を活かし、「新しい生活様式」を踏まえた、「講習会」と
　活動回数：26回  参加者数：339人 「家庭訪問」を融合した活動を実施し、令和３年度に引き続き「減塩食

」の普及・啓発に取り組み「きりしまの　のばそう健康寿命 広めよう
減塩食」のレシピ集の副菜編を作成し、高血圧症予防の普及・啓発を行
い、市民の健康づくりに寄与し健康なこころと身体をつくる食生活の実
践の推進が図れた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01918 食生活改善推進員連絡協議会運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
霧島市食育推進計画では、食育の推進のために食生活改善推進員の役

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
割が重要であり、食生活改善推進員連絡協議会運営の支援を行うこと
は、健康づくりに取り組みやすい環境が整い推進員の活動が活発にな

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 り、食を通した健康づくりの推進につながる。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
健康きりしま21(第４次)に基づき、食育の推進を図る。
国体ふるまいボランティアを通して「地場産物の積極的な利用」「霧島の食文化の普及啓発」など、食生活改
善推進員の地域活動をPRしていく。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

食生活改善推進員の活動を増やすと共に、会員の減少と高齢化を踏まえ、養成講座を実施していく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01918 食生活改善推進員連絡協議会運営支援事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,584              1,584              1,602
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,584              1,584              1,602計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,584              1,584              1,602
計              1,584              1,584              1,602

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,602
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,602

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01919 食育推進事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島 真奈美
施策名 001 健康づくりの推進と医療体制の充実 グループ 健康づくり推進グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 市民の健康意識の向上と健康管理の充実 内線番号 2172
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 食育基本法第10条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　食育とは、食に関する知識と食を選択する力を身につけ、健全な食生活を実践するための学習等の取組のことを指す。食育の取組を総合的かつ
計画的に推進する指針を定めた霧島市食育推進計画に基づき食育推進事業を行っている。
（事業内容）
１．行事食・郷土料理など霧島の食文化の普及啓発
２.「食育月間」「食育の日」等イベント活動・食育イベントへの参加
３．きりしま版食事バランスガイドの活用の推進
４．幼稚園、保育園、小中学校、保健委員会、公民館等での講話や栄養相談
５．広報紙やホームページを使用した啓発活動

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実施回数（食育イベント・出前講座・健康福祉まつり等） 回ア 8 20 11 20 20
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 123,066 123,639 122,926 123,370 123,101
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
食育に関する意識を向上させる。食育に関連した事業への参加人数人ア 455 1,500 1,296 1,500 1,600

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・健康教育・市民健康講座等を継続的に実施するとともに、健康運動普及推進員や食生
活改善推進員等の健康づくり協力団体と連携して、運動習慣やバランスの良い食生活、食育等の普及啓発に努めます。
　また、生活習慣病の発症・重症化の予防のため、特定保健指導や早期受診勧奨等を行うとともに、糖尿病についてはCKD（慢性腎臓病）予防ネ
ットワークの推進を図ります。
　さらに、誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を図るため、市民の理解を深め、関係機関と連携した総合的な対策に取り組みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

健康きりしま21(第３次)の「栄養・食生活改善と食育推進」の目標に合

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0わせた令和４年度の食育に関した取組として①1日３食の食事を規則正
しく食べる大切さについての普及啓発 ②地場産物の積極的利用の推進 県 支 出 金 千円 70 102 102 2,873 2,873③共食の大切さや霧島の食文化の普及啓発などを行っていく。きりしま
版食事バランスガイドを活用し、ホームページ等を使用した啓発活動な 地 方 債 千円 0 0 0 0 0ども行う。
また、健康きりしま21(第４次)策定の策定を行う。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0

一 般 財 源 千円 71 103 103 114 114
事業費 千円 141 205 205 2,987 2,987

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

食育イベント：市民健康講座 1回　114人 健康きりしま21(第３次)における「栄養・食生活改善と食育推進」の健
              健康福祉まつり展示ブース１回 ブース来場者 307人 康づくり分野を食育推進計画として推進を図った。今年度も新型コロナ
食育アンケート:1回  回答者396人(離乳食教室保護者) 感染症の影響を受けイベントや食育講話(出前講座)の実施回数や参加者
               1回  回答者391人(健康福祉まつり) 数の実績が少なくなったが、食生活改善推進員と協働して、減塩食レシ
食育講話：４回　61人 ピ集の副食編を作成し、減塩食の普及啓発を図った。また、国分中央高
食改事業支援(生活習慣病予防の講和・調理実習):1回 27人 (若者世代) 等学校３年生を対象に、生活習慣病予防についての食育講話や調理実習
国分中央高等学校生活文化科３年生 を実施し、健全な食生活をおくるための食育推進を図った。「きりしま
食育推進リーフレット作成:１回 5,000部(きりしま式減塩するする法則 式減塩するする法則」のリーフレットを増刷し、イベントや出前講座で
)増刷 配布し高血圧予防について普及啓発を図った。
食育リーフレットによる情報発進:市内小学校 35校 １回 2,700部 (今
日の元気は朝ごはんから!)
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01919 食育推進事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
食育基本法第10条に地方公共団体の責務として食育の推進が規定され

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ており、食育推進事業を行うことで市民の食育に関する意識が向上し
、正しい食生活の意識を持ち実践することに結びつく。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
健康きりしま21(第４次)の健康づくり分野「栄養・食生活改善と食育推進」の目標に合わせ、生活リズムを整
え、1日３回の食事をバランスよく食べる習慣を身につけ、生活習慣病予防のリーフレット作成し啓発活動な
ども行う。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

健康きりしま21(第４次)の「栄養・食生活改善と食育推進」の目標に合わせて事業内容を検討し、共食の大切
さや子どもの頃からの望ましい食習慣について啓発活動を行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01919 食育推進事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 29                 29                 29
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                176                198                198

消 耗 品 費                 77                 77                 77
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                 99                121                121
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0              2,760              2,760
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               205              2,987              2,987計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                102              2,873              2,873
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                103                114                114
計                205              2,987              2,987

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         205
県支出金 かごしまの”食”推進事業（市町村等推進事業）補正予算          102           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         205

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          102
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01921 フッ化物洗口事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成13年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 フッ化物洗口ガイドライン（厚生労働省医政局長・健康局長通知）

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま21（第３次）

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　保育園、幼稚園及び認定こども園において、保護者の同意の得られた4歳・5歳児（年中・年長児）に対し、毎日の給食後の歯みがき後や保育活
動の合間等に、フッ化物によるブクブクうがいを行うことで、幼児期より増加しているむし歯を予防し、子どもの歯と口の健康の保持増進を図る
。
　また、フッ化物洗口による効果等について、歯科医師や歯科衛生士、保健師等が保育園等の職員や保護者に対し説明を行い、歯科衛生士が園児
の実施状況を確認して、歯科保健指導を行う。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

フッ化物洗口を受けた園児数（実） 人ア 1,365 1,609 1,340 1,532 1,532
実施園数 箇所イ 35 40 35 41 41

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
保育園・幼稚園・認定こども園の4～5歳児 4～5歳児の人口 人ア 2,313 2,274 2,294 2,169 2,072
保育園・幼稚園・認定こども園市内の4～5歳児在園の保育園・幼稚園・認定

こども園数 園イ 52 52 54 56 56
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

むし歯を減らす むし歯有病者率（４～５歳児） ％ア 33.43 32 25.73 23 20
保育園・幼稚園・認定子ども園保育園・幼稚園・認定子ども園のフッ化物洗

口事業の実施率 ％イ 67.30 76.92 64.81 73.21 73.21
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

全ての園での事業実施となるよう、未実施園に対して事業の目的や必要

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0性等を説明していく。
また、歯科医師会との連携を強化し、園医である歯科医師からも働きか 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0けてもらうよう努める。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,086 1,238 1,226 1,260 1,260

事業費 千円 1,086 1,238 1,226 1,260 1,260

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

令和４年度実施園　35園／54園中　（実施率　64.81％） 令和３年度と比較して実施園数が増減することはなかったが、事業説明
会を複数回実施し、事業への理解を深め、来年度の実施園の増加に向け
て推進することができた。また、むし歯有病者率については、昨年度と
比較して7.7ポイントも減少でき、歯と口の健康の保持増進を図ること
ができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01921 フッ化物洗口事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
対象は保育園等の年中・年長児であり、未就学児へのむし歯予防対策

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
として、継続して実施することが必要である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
全ての園での事業実施となるよう、未実施園に対して事業の目的や必要性等を説明していく。
また、歯科医師会との連携を強化し、園医である歯科医師からも働きかけてもらうよう努める。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

全ての園での事業実施となるよう、未実施園には引き続き事業の必要性等を説明するともに、事業依頼をして
いく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01921 フッ化物洗口事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                505                541                541
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                721                719                719

消 耗 品 費                679                676                676
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                 42                 43                 43
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,226              1,260              1,260計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,226              1,260              1,260
計              1,226              1,260              1,260

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,238
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,238

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 01922 離乳食教室事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 種子島 進矢
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 地域保健第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 5187
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成11年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 06 食育健康推進費  根拠法令・条例等 母子保健法第９条（知識の普及）第１０条（保健指導）

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 健康きりしま２１（第３次）・霧島市食育推進計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
●離乳食教室:離乳食に対する正しい知識を提供し、食育に対する理解を深める。
<内　容>離乳食の進め方や作り方等の離乳食指導や歯科指導・育児相談。
<従事者>栄養士・保健師・歯科衛生士　　　<対象者〉4～5か月児の保護者
<場　所>すこやか保健センター　　　　　　<実施回数>月2回(午後2回開催の年24回)
●７～８か月児教室:月齢に応じた離乳食や口腔ケアの知識を提供するとともに発育発達の確認をし、必要な支援につなげる。
<内　容>身体計測・栄養指導・歯科指導・育児相談。図書館によるブックスタートの実施。
<従事者>栄養士・保健師・歯科衛生士　　　<対象者>７～８か月児とその保護者
<場　所>すこやか保健センター　　　　　　<実施回数>月4回(午前2回・午後2回開催の年48回)

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実施回数 回ア 36 36 72 60 48
教室参加者数 人イ 711 1,300 791 1,000 1,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

乳児・保護者 出生数(年) 人ア 982 1,230 0 1,000 1,000
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
乳児の健やかな成長と保護者の育児不安を
軽減できる

教室に参加した保護者の満足度（参加者アン
ケート） ％ア 96.60 97 98.30 98.50 98.50

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

新型コロナ感染症対策をしながら離乳食教室については保護者から相談

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0される内容をふまえて、資料等の指導媒体を見直し、保護者の離乳食及
び食育への理解が深まるよう努める。 県 支 出 金 千円 0 179 0 178 1787～8か月児教室についても感染症対策をしながら、健康状態・発育・発
達の確認をしつつ、保護者のニーズにあった栄養・歯科・育児指導を行 地 方 債 千円 0 0 0 0 0っていく。発育・発達の経過観察の必要な子どもや育児不安等のある保
護者に対しては地区担当保健師につなぎ支援を行っていく。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0

一 般 財 源 千円 357 180 356 178 178
事業費 千円 357 359 356 356 356

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

離乳食教室 両教室ともに新型コロナウイルス感染症拡大に伴い感染対策として予約
　実施回数　：24回（月2回） 制で実施。
　教室参加者：231名（月平均19人） 離乳食教室では離乳食の説明や作り方の実演を行い、資料配布や離乳食

モデルの展示、掲示物の充実を図ることで保護者からの具体的な相談を
７～８か月児教室 受けやすく、不安軽減につなげることができた。また昨年度のアンケー
　実施回数　：48回（月4回） ト結果より離乳食の展示があり分かりやすかったとの意見があり、満足
　教室参加者：560名（月平均46人） 度の増加にもつながった。

7～8か月児教室は予約方法を従来の電話予約と新たにWeb予約を導入し
たことにより、約8割がWebからの予約となり、参加者数も増加した。乳
児健診後の発育・発達状況の確認を行い、栄養・歯科・育児指導や9～1
1か月児健康診査の受診勧奨を行った。また、未受診者のうち要フォロ
ー者に対して、問題解決のきっかけにつながるよう配布資料の送付を行
った。各教室とも支援の必要な対象者については、地区担当保健師につ
なぎ支援を行った。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 保健福祉部事務事業 事務01922 離乳食教室事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
母子保健法第９条(知識の普及）及び第１０条(保健指導）に基づき実

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
施している。子どもと保護者が離乳食に対する知識・情報を得る機会
だけではなく、健康状態の確認・育児不安の軽減等ができることから

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 、健康の保持増進に結びつくと考える。教室の案内は、乳児健診の通
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 知と同封し全員に行っているため公平であり、受益者負担はない。保

護者等に離乳食及び食育指導を実施することで、成果の向上が期待で
きる事業であるため継続して取り組む必要がある。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
両教室とも保護者のニーズに合った開催時間の設定や予約制と自由参加もできるなど、参加率増加に努める。
離乳食教室については保護者から相談される内容を踏まえて、資料等の指導媒体を見直し、保護者の離乳食及
び食育への理解が深まるよう努める。
7～8か月児教室については、事故予防・発育発達面の資料媒体を工夫し、保護者へ分かりやすい情報提供に努（２）令和 5年度の改革改善の内容
める。また引き続き、発育・発達の経過観察の必要な子どもや育児不安等のある保護者に対しては育児相談に　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
つなげたり、地区担当保健師につなぎ支援を行っていく。

アンケートの実施から参加者のニーズを把握し、健康状態・発育・発達の確認、育児不安の軽減、離乳食への
理解が深まるような教室内容を検討し、満足度の維持につながる教室運営を行い、参加者増加のための声掛け
を行う。
　【主な経費】報償費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費（３）令和 6年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務01922 離乳食教室事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                209                209                209
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 62                 63                 63

消 耗 品 費                 53                 54                 54
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  9                  9                  9
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 85                 84                 84
通 信 運 搬 費                 85                 84                 84
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               356                356                356計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                178                178
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                356                178                178
計                356                356                356

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         359
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         359

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 保健福祉部事務事業 02217 粉ミルク支給事業事務事業名番号 担当課 健康増進課
政策名 003 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 鮫島　真奈美
施策名 002 安心して子どもを産み育てられる環境の充実 グループ 保健予防グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 妊娠期から乳幼児期までの切れ目のない支援の充実 内線番号 2161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 04 衛生費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成28年度期間
項 01 保健衛生費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 母子保健費  根拠法令・条例等 霧島市粉ミルク支給事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　HTLV－１（ヒトＴ細胞白血病ウイルス-1型）抗体陽性である母親から出生した児、他の病気等で母乳を与えられない母親から出生した児、また
、多胎児世帯(一人目をのぞく二人目以降)の児、出生体重が2,000ｇ以下（市民税非課税世帯）の児に対して、経済的負担の軽減を図り、子育て
支援の一環として、一か月3,000円の粉ミルク券を1歳の誕生月まで支給する。(1,000円券×3×12か月)
　給付希望者は、申請書、母子健康手帳の写しや、診断書等を提出する。市が審査を行い、適切であると認められた場合に給付券を発行し支給開
始となる。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

妊婦健康診査受診者数（延べ） 人ア 12,535 13,000 10,920 13,000 13,000
HTL-V１抗体検査（妊婦健康診査より） 人イ 780 1,150 901 1,150 1,150
多胎児の妊婦数 人ウ 12 13 7 13 13

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
粉ミルク支給対象児をもつ養育者粉ミルク支給券申請者数 人ア 19 25 18 25 25

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

経済的負担の軽減 利用額（枚数） 枚ア 817 1,000 672 1,000 1,000
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　安心して妊娠・出産や子育てができるよう、妊婦や乳幼児を対象とした健康診査・健康相談・訪問指導、特定不妊治療等への支援、産後ケアな
どの支援体制の充実を図ります。
　また、地域子育て支援センターの機能充実や周知広報に努めるとともに、「霧島市こどもセンター」を核として、各地区の子育て支援センター
との連携を強化します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

HTLV-1抗体陽性や母親の病気による対象者の把握は難しいが、周知を徹

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0底し利用促進に努める。また、多胎児の対象には、母子健康手帳交付時
に事業説明を行い、出産後には対象者全員が利用できるよう促していく 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0。
利用できる事業所(粉ミルク販売店)を増やし市民の利便性を向上させる 地 方 債 千円 0 0 0 0 0。

そ の 他 千円 757 1,000 600 1,000 0
一 般 財 源 千円 63 83 75 83 1,094

事業費 千円 820 1,083 675 1,083 1,094

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

令和４年度 市のホームページへの掲載や母子健康手帳交付時にすべての妊婦に説明
申請者　　　　　18人 を行い、また、小児科、産婦人科でのポスター掲示等、広く市民への周
利用枚数    　 672枚 知に努め、市民や取り扱い店舗に対して利用に関する通知を行うことで

、スムーズに利用ができるように努めた。
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担当部 保健福祉部事務事業 事務02217 粉ミルク支給事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
対象者は、母親の病気等により母乳を与えられない乳児や、多胎児等

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
であり、粉ミルク支給券を交付することで、経済的負担が軽減される
ため継続していくことが妥当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
HTLV-1抗体陽性や母親の病気による対象者の把握は難しいが、周知を徹底し利用促進に努める。また、多胎児
の対象には、母子健康手帳交付時に事業説明を行い、出産後には対象者全員が利用できるよう促していく。
利用できる事業所(粉ミルク販売店)を増やし市民の利便性を向上させる。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

すべての対象者に粉ミルク支給券を交付できるように、周知を徹底していく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 保健福祉部事務事業 事務02217 粉ミルク支給事業
番号 事業名 担当課 健康増進課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                 11

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                 11
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  3                  3                  3
通 信 運 搬 費                  3                  3                  3
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                672              1,080              1,080
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               675              1,083              1,094計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                600              1,000                  0

一 般 財 源                 75                 83              1,094
計                675              1,083              1,094

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,083
その他 ふるさときばいやんせ基金繰入金補正予算          600           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,083

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          600
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